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経営理念

健全経営に徹し、金融を基盤とするサービスを
通じて社会の発展に貢献する。

　当行は、1878年（明治11年）の創業以来、"地域の皆さまに最も愛され、親しまれ、信頼される銀行"を標榜し、

地域と社会の発展に貢献することを使命として歩んでまいりました。

　今後とも、長年培ってきた信頼を損なわぬよう、健全経営に徹するとともに、多様化するお客さまのニーズに的

確かつ迅速にお応えできるよう、金融を基盤とする質の高いサービスの提供に努め、地域と社会の発展に貢献して

まいります。

行動規範

10年ビジョン

経営理念

お客さまを大切にし、
社会的責任を持った
行動をする。

地域と産業を牽引する
ベスト＆リライアブル

四国銀行  行動憲章

カンパニー　
10年ビジョンを実現するための
経営計画＝中期経営計画

誓約書

この誓約書は、当行の前身である第三十七国立銀行が、
お札の厳正な取り扱いを遵守すべく、三浦頭取以下全役
員・従業員23人が、連署して血判を押したものの一部です。

当銀行ニ従事スル者本行之金円ヲ盗用シ又ハ故（コトサ）ラニ人ヲシテ窃取セシメタルモノハ私財ヲ挙ケテコレヲ弁償シ而シテ自刃ス
取引に不正があった場合は私財で弁償し、さらに切腹することを誓ったものです。銀行員としてだけでなく社会人としての倫理観、責任感
の重さを伝えるもので、当行の至宝として伝えられています。
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編集方針
本誌は、ステークホルダーの皆さまに、当行の持続可能な価値創造と中長期的な
成長戦略についてのご理解を深めていただくために、財務情報と非財務情報を統
合的にまとめて作成いたしました。
編集にあたっては、国際統合報告評議会（IIRC）の「国際統合報告フレームワー
ク」や、経済産業省の「価値協創ガイダンス」などを参考にしております。
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10年ビジョン「地域と産業を牽引するベスト＆リライアブル 
カンパニー」の実現を目指すセカンドステップ「中期経営計画
2026」がスタートしました。

 ▶ トップメッセージ　P03
 ▶ 中期経営計画骨子　P23

目標達成に向けた当行の考え方、取組みについてお伝えします。

 ▶ 財務担当役員メッセージ　P09

多様な人財の成長を地域・お客さま価値、当行の企業価値向上
につなげるために、自律的な学び・成長ができる組織を目指し
ます。

 ▶ インタビュー　P41
 ▶ 取組み施策　　P43

当行は自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）の理念
に賛同し、同フレームワークに基づく開示を推進しています。
第一段階として全法人融資先の中からTNFDが特定した潜在的
に重要なセクターに属する融資先業種の自然資本への依存・影
響評価を実施しました。

 ▶ TNFD提言への取組み　P57

「中期経営計画2026」の始動

統合報告書2026のポイント

ROE８％を目指して

人的資本経営の強化

持続可能な地域社会の実現に向けて
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取締役頭取

地域と産業を牽引する
“カンパニー”へ
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マネジメントメッセージ

戦略目標Ⅱ「個人に対する新たな価値創造に向け
た態勢整備」では、2023年4月にスタートした大和
証券との包括的業務提携のもと、お客さまの最善の
利益の追求に取り組みました。有価証券残高は提携
開始時から約3,000億円増加し、2026年3月末時点
で5,376億円となりました。増加額3,000億円の
内、値上がりによる資産価値の増加分は1,100億円
以上に上り、お客さまの資産形成に大きく貢献する
ことができました。また、非対面チャネルにおいて
は、四国銀行アプリの利用登録者数が2023年3月末
の7.4万件から2026年3月末には15.8万件へと大
幅に増加し、着実な成果が得られました。

戦略目標Ⅲ「お客さまと繋がり続けるオムニチャ
ネルの構築」では、法人のお客さまの利便性の向上に
向け、当行がご提供する各種サービスにシームレス
に連携できるビジネスポータルの取り扱いを開始し
ました。戦略目標Ⅳでは、従業者のエンゲージメン
ト向上、組織活性化を図るため、エンゲージメント
サーベイを導入しました。改善に向けた各種施策を
実施した結果、エンゲージメントスコアは導入当初
の「BBB」から「A」へと改善することができました。

そして戦略目標Ⅴ「収益力の向上」・Ⅵ「効率性の
向上」においても、LBOローンを中心とする高度金
融領域の態勢整備による収益力の強化、融資業務と
営業店事務の本部への集中促進による営業店事務負
担の軽減など、一定の成果が得られました。

数値目標については、自己資本比率を除く財務目
標を達成することができました。コア業務純益（投資
信託解約益除く）は目標120億円以上に対して181
億円、当期純利益は目標70億円以上に対して80億
円、ROEは目標5％以上に対して5.5％、OHRは目標
60％台半ばに対して57.4％と、いずれも計画を上回
る結果となりました。本業以外の部分でも、有価証券
ポートフォリオの改善を積極的に進め、経常利益、当
期純利益はともに過去最高益を達成することができ
ました。こうした結果は、国内金利の上昇という追い
風もありましたが、行員一人ひとりの真摯な取組み
の積み重ねが数字に表れたものと受け止めています。

コンサルティング機能の発揮に向けた指標につい
ても、概ね良好な結果となりました。サステナブル
ファイナンス実行額は目標累計2,000億円以上に対

変革の深化と更なる成長へ 
―地域と産業を牽引するカンパニーを目指して―

2023年6月の頭取就任から、早いもので3年が経
過しました。この間、地域の皆さま、お客さま、株主
の皆さまのお力添えとともに、行員一人ひとりの取組
みの積み重ねにより、「中期経営計画2023」を推し進
めることができました。心から感謝を申し上げます。

2026年4月、当行は新たに2026年度～2028年
度の3カ年における「中期経営計画2026」をスター
トさせました。最終年度である2028年度には、当
行は創業150周年という大きな節目を迎えます。
147年の歴史を礎に、次の時代へとつなぐ重要な
フェーズとなります。「地域と産業を牽引するベス
ト＆リライアブル カンパニー」という10年ビジョ
ンの実現に向け、変革の深化と更なる成長を目指し
てまいります。

して2,678億円、事業承継・M&A支援件数は目標累
計7,000件以上に対して7,438件、預り資産等残高
は目標5,900億円以上に対して6,915億円と、いず
れも目標を大きく上回ることができました。

一方で、課題も残りました。データの利活用推進
については、理想的にはお客さまの行動をデータに
落とし込んでサービスに活かすところまで取り組み
たかったのですが、本部に分散しているデータ関連
機能の集約が思うように進みませんでした。また、
地域の新規事業創出への積極的な関与や、お客さま
との接点強化に向けた態勢整備も、引き続き取り組
むべき課題として残りました。新たにスタートする

「中期経営計画2026」では、こうした積み残した課
題にしっかりと向き合い、解決を図っていきます。

「中期経営計画2026」の狙い 
～すべての行員が主役となる中期経営計画へ～

今回の「中期経営計画2026」を策定するにあた
り、私が大切にした思いは3点あります。

1点目は、シンプルで分かりやすいものにすること
です。中期経営計画は、経営の方向性を示すものであ
ると同時に、営業店・本部を問わず、すべての行員が
日々の業務の中で自分事として意識できるものでなけ
ればなりません。難解な言葉や複雑な構造では、現場
には伝わりません。誰もが理解し、自分の行動に落と
し込める、シンプルな計画とすることを目指しました。

2点目は、当行の特色である3つの地域戦略を活か
すことです。当行の最大の強みは、高知・徳島を基盤
とした広域店舗網にあります。高知県を対象とする

「リーダー戦略」では、地域課題の解決を通じた地域
活性化への貢献と、法人・個人のお客さまへの質の高
いコンサルティングを通じて、顧客基盤を拡大・強化
し、預貸金シェアを着実に高めていきます。徳島県・
大竹市を対象とする「チャレンジャー戦略」では、
100年の歴史で培った顧客基盤をより強固なものに
し、高度で独自性のあるコンサルティング力で預貸金
シェアの維持・拡大を図ります。瀬戸内・阪神・東京
を対象とする「ニッチャー戦略」では、質の高いコン
サルティング力のもと、採算性を意識した貸出金と預
金取引の維持・拡大を図ります。それぞれのエリアの

前中期経営計画における取組みと成果 
～変革の第一歩を踏み出した3年間～

2023年 度 か ら ス タ ー ト し た「 中 期 経 営 計 画
2023」は、10年ビジョンの実現に向けた「変革の第
一歩」と位置付け、「ビジョン実現に向けた態勢整備」
と「経営体質の強化」を戦略テーマに掲げ、6つの戦
略目標のもとでさまざまな施策に取り組みました。

まず戦略目標Ⅰ「地域・産業の牽引に向けた態勢
整備」では、四銀地域経済研究所と連携したシンク
タンク機能の強化をはじめ、人財・DX・カーボン
ニュートラルといった非金融分野のサービスを立ち
上げ、地域課題の解決に資する態勢整備を前進させ
ることができました。また、2024年10月には投資
専門子会社「しぎんキャピタルパートナーズ」を設
立し、創業・事業承継など、地域企業の成長・発展に
資する支援態勢を整えました。
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ラッシュアップを行っていますが、目標達成に向け
て最も重要なのは戦略の実践を担う人財です。「中
期経営計画2026」では、人的資本の強化を最重要施
策の一つに位置付け、取組みを推進していきます。

まず、人財開発・育成に向けて、新たな人財開発・
育成プログラムのもと、行員一人ひとりが自分のキャ
リアを主体的に考え、自律的に学んでいける環境を
整備します。自己啓発・OJT・Off-JTを組み合わせ
た育成体系を再構築するとともに、新入行員3カ年プ
ログラムを新たに導入しました。また、社内副業制度
の導入や社内公募の活性化も検討しており、自分の
意思でキャリアを切り拓ける仕組みをつくることで、
行員のモチベーションと成長意欲を高めていきます。

多様性の推進（DE&I）についても積極的に取り組
みます。女性のビジネスコンサルティング人財の育
成・戦略的配置、男性の育児休職取得の推進、障がい
者雇用の拡大など、多様な人財が個々の能力を最大
限に発揮できる環境を整備します。これらの取組み
の成果指標として、中期経営計画の最終年度である
2028年度に、エンゲージメントスコアを「AA」以上
とすることを目指します。

戦略目標Ⅱ　組織の変革 
～営業店での顧客接点の強化と 
　本部による営業店支援の徹底～

顧客接点の強化に向けて、対面と非対面それぞれ
のチャネルにおいて、お客さまとの「接点」を強化し
ます。対面チャネルにおいては、前中期経営計画で
進めてきたエリア営業の深化に向けて課題の収集・
改善を行い、最適な店舗運営態勢の整備を進めて接
点を強化し、お客さまとの有効面談数の増加を図り
ます。非対面チャネルについては、個人のお客さま
向けには、四国銀行アプリの機能拡充とUI/UXの継
続的な改善に取り組みます。前中期経営計画でアプ
リ利用登録者数は大幅に増加し、アプリストア評価
も「4.5」という高い評価をいただいています。「中
期経営計画2026」では、アプリ利用登録者数22万
人を目標に掲げていますが、アプリをダウンロード
していただいたお客さまに、しっかりと利便性を実
感していただきたいと考えています。

特性や当行の立ち位置を踏まえた戦略を明確にし、
現場が迷わず動ける指針を示すことを重視しました。

3点目は、すべての行員が中期経営計画を推進す
る主役となって活躍してもらうことであり、これが
最も大切にしている思いです。中期経営計画はやや
もすれば、経営が描いたシナリオを行員が演じると
いう受け身の感覚になりがちです。そうではなく、
営業店・本部を問わず、自分の支店・部署で地域のた
め、お客さまのために何ができるかを考え、自ら主体
的に動き出すプロジェクトにしたいと考えました。
そして、担当する仕事に誇りを持ち、その積み重ねが
当行の企業価値の向上、ひいてはビジョンの実現に
つながっていく。そのような思いを込めています。

この思いを体現するために、「中期経営計画2026」
では、「営業店と本部の役割の再定義」を行いました。
営業店の役割は「価値向上の最前線」として、地域・
お客さまとの接点を強化し、課題やニーズを把握し
て的確に対応することで、地域・お客さま価値の向
上に貢献します。価値向上とは、コンサルティング
活動に限ったことではなく、来店されるお客さまに
対する迅速で正確な事務処理やCS向上への取組み
も、お客さま価値の向上につながります。そして本
部は、高い専門性を活かして「営業店を徹底的に支援
する」ことを役割として、すべての本部部署が、この
意識を持って業務に臨む組織へと変わっていきま
す。営業店と本部がそれぞれの役割・使命をしっか

また、デジタルマーケティングの高度化にも取り
組みます。お客さまの行動履歴や属性情報に基づい
たパーソナライズ提案（レコメンド）を強化し、お客
さま一人ひとりのニーズに合った最適なタイミング
での提案を実現していきます。

一方、法人のお客さま向けには、2025年10月に
サービス提供を開始したビジネスポータルの機能拡
充による利用促進を継続します。2026年7月には
スマートフォンでも利用できるビジネスアプリの導
入を行い、利便性の向上を図っています。

本部による営業店支援の徹底については、まず、本
部の意識変革と「中期経営計画2026」に掲げる各施
策を着実に実行できるように、2026年7月1日付で
本部機構の改正を実施しました。営業部門について
は、法人取引に係るコンサルティング業務をビジネ
スコンサルティング部に、保険業務を含めた個人取
引に係るコンサルティング業務をファイナンシャル
アドバイザー部に集約し、営業店と連携してお客さ
ま価値の向上を実現する態勢としました。また、営業
統括部が営業推進全般を統括することを改めて明確
にし、営業面をしっかりとグリップする態勢としま
した。地域振興を所管する地域イノベーション部は

「地域創生部」に改称し、地方公共団体・大学・当行グ
ループ会社との連携強化を図り、地域活性化と新規
事業の創出に特化した取組みを展開します。融資審
査部門については、審査部を「融資支援部」に改称し、
営業店と連携した事業者の成長支援・経営改善支援
を強化していきます。そして、人事部は「ヒューマン
リソース部」に、システム部は「IT戦略部」にそれぞれ
改称し、人的資本経営の強化とグループ全体のAI・
デジタル活用強化に取り組んでいきます。

AI・デジタル活用については、大幅に取組みを強
化します。AIを活用した高効率・高付加価値の業務
運営に向けて態勢を確立し、「AI活用による業務生
産性の向上率130%」を目標に掲げています。また、
前中期経営計画で課題となったデータ利活用につい
ては、データ利活用基盤の構築を進め、データドリ
ブン経営の実現を目指します。勘と経験だけに頼る
のではなく、データに基づいた意思決定ができる組
織へと進化させていきます。

全社オペレーション変革については、前中期経営

りと認識し、お互いに信頼・理解し合いながらコミュ
ニケーションをとることで実効性を上げていきます。

「中期経営計画2026」の概要 
～セカンドステップ　 
　営業店と本部が一体となった変革の深化～

「中期経営計画2026」は、4つの戦略目標で構成
されています。戦略目標Ⅰ「人的資本の強化」では、
自律的に学び成長できる組織を目指し、多様な価値
観を受け入れる環境と人財育成環境を整備します。
戦略目標Ⅱ「組織の変革」では、営業店での顧客接点
の強化と、本部による営業店支援の徹底に取り組み
ます。こうした戦略目標ⅠとⅡの取組みを戦略目標
Ⅲ「四銀スタイルの発揮」につなげ、地域の発展と企
業価値の向上、個人のお客さまの豊かな暮らしの実
現に貢献します。そして戦略目標Ⅳ「当行の企業価
値の向上」では、これら3つの戦略目標の取組みを有
機的に連動させ、収益力の強化と企業価値の向上を
実現していきます。

戦略目標Ⅰ　人的資本の強化 
～自律的に学び、成長できる組織へ～

当行が地域に貢献し続け持続的に成長していくた
めに、成長に向けた最善の戦略を策定し、継続してブ

マネジメントメッセージ

10年ビジョン

地域と産業を牽引するベスト＆リライアブル カンパニー

地域戦略

営業店
地域・お客さま価値の向上を徹底する

本　部
すべての本部部署が営業店支援を徹底する

●収益性の向上　●リスク管理態勢の強化　●株主価値の向上　●経営基盤の強化

戦略目標Ⅳ 当行の企業価値の向上

●地域の発展と企業価値の向上　●豊かな暮らしの実現

戦略目標Ⅲ 四銀スタイルの発揮

●人財力の強化
●働きやすい職場環境の整備

戦略目標Ⅰ 人的資本の強化

●顧客接点の強化
●営業店支援の徹底

戦略目標Ⅱ 組織の変革
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重ねた大和証券との銀証連携モデルを更に進化させ
ます。当行の強みである地域密着型の営業活動を通
じて、長期的な視点での資産形成サポートに取り組
んでいきます。ライフステージに応じた資産形成か
ら資産運用、次世代への資産承継まで、お客さまの
人生に長期にわたって寄り添う総資産コンサルティ
ングを実践し、預金・預り資産残高3兆9,000億円以
上を目指します。地域に暮らすお一人おひとりの豊
かな暮らしの実現を支えることもまた、地域と産業
を牽引する当行の大切な使命です。

戦略目標Ⅳ　当行の企業価値の向上 
～資本コストを意識した経営　 
　創業150周年へ向けて～

当行は、「中期経営計画2026」の着実な実行と、
資本コストや株価を意識した経営に取り組むこと
で、企業価値の向上を図ります。「中期経営計画
2026」の最終年度である2028年度の数値目標は、
ROE6%以上、当期純利益120億円以上とし、その
達成を目指します。

目標達成に向け、まずは預貸金ビジネスを強化し
ます。2025年度の貸出金残高は事業年度末ベース
で過去最高となる2兆2,320億円を達成しました。
高知県・徳島県を基盤とした広域店舗網を活かした
預貸金ビジネスをさらに強化していきます。現状
30%程度に留まっている高知県内の預金シェアに
ついても、お客さまとの接点の強化などを通じて引
き上げていきたいと考えています。

非金利収益の強化も重要な柱です。引き続き、事
業承継・M&Aや銀証連携など、法人・個人コンサル
ティング機能の発揮により、安定収益を積み上げて
いきます。成長分野と位置付けているシップファイ
ナンス・高度金融についても、適切なリスク管理を
行いながら引き続き注力していきます。

グループ一体での収益力強化も重要なテーマで
す。2025年度に四銀総合リースを100％子会社化
しましたが、今後もリース・保証・保険・シンクタンク・
キャピタルなど、グループ各社との連携を一層深め、
総合コンサルティング機能を発揮していきます。

これらの取組みにより、財務基盤の強化を図ると

計画からの取組みを更に加速させます。融資業務と
営業店内務事務の本部集中の全店展開を完了させ、

「全社オペレーション変革2.0」として更なる業務改
善を推進します。これにより生み出した時間を、お
客さまと向き合う時間に充てることで、営業店が「価
値向上の最前線」としての役割を十分に発揮できる
環境を整えていきます。

これらの取組みの成果として、今後3年間で、戦略
に応じた人員配置を累計100名以上とすることを目
指します。

戦略目標Ⅲ　四銀スタイルの発揮 
～地域と産業を牽引する真のパートナーへ～

当行の地盤である高知県は、広大な太平洋に面し、
四万十川や仁淀川に代表される清流、県土の約84%
を占める豊かな森林など、他に類を見ない自然の恵み
に満ちた地域です。一方で、高知県の人口は2050年
には45万人まで減少すると推計されており、人手不
足、経営者の高齢化、事業承継問題といった課題が山
積しています。観光業や一次産業など地域固有の強み
を持ちながらも、製造業を中心に物価高や資源高の影
響を受けやすい産業構造という課題も抱えています。

こうした現実を直視したとき、当行が果たすべき
役割は、地域の課題を自分事として捉え、お客さま
や地域と一緒になって知恵を出し、行動し、課題を
解決することを通じて、高知県の地域と産業を能動
的に牽引していく存在になることであると私は確信
しています。「地域と産業を牽引するベスト＆リラ
イアブル カンパニー」という10年ビジョンには、ま
さにこの決意を込めています。受け身の姿勢ではな
く、当行が先頭に立って地域経済の成長を牽引する
存在になる必要があります。

そのために、当行はお客さまに親身になって寄り
添い、お客さまのニーズを把握し、課題を真正面か
ら解決していくことを目指します。その目指す姿へ
向かうための指針となるのが、「Just Like Family!」
な人財力と専門的なコンサルティング能力を掛け合
わせた「四銀スタイル」です。「四銀スタイル」の発
揮は、「中期経営計画2026」において中核となるも
のです。この「四銀スタイル」を環境変化に適応し

ともに、株主の皆さまの期待にしっかりと応えてい
きます。株主還元については、これまでの安定配当
方針を一歩進め、連結配当性向の目標を40%以上に
設定しました。また、政策保有株式については、中
期経営計画の最終年度に連結純資産比率を15%未
満とすることを目指して計画的に縮減を進め、資本
効率の改善を図っていきます。

また、情報開示の充実にも継続して取り組みます。
機関投資家・アナリスト向けの決算説明会をはじめ、
ステークホルダーの皆さまとの対話を通じて、当行
への理解を深めていただけるよう努めていきます。

おわりに

2028年度、当行は創業150周年という大きな節
目を迎えます。これまでの歴史の中で培ってきた地
域との信頼関係を礎に、「地域と産業を牽引するベ
スト＆リライアブル カンパニー」の実現に向けて、
役職員が一丸となって取り組んでまいります。変化
が激しい環境において、最大のリスクは「現状維持」
を選ぶことです。常に新しいことへ挑戦し続け、お
客さまから「四国銀行と取引して良かった」と言っ
ていただける銀行を目指してまいります。

ステークホルダーの皆さまには、今後とも変わら
ぬご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

た内容に刷新するとともに、組織全体への浸透・定
着を図る仕組みを再整備します。

そして、地域への貢献という観点では、当行は地域
のリーディングカンパニーとして、持続可能な地域
社会の実現に向けた取組みを一層強化します。地域
創生部を中心に、地方公共団体・大学・当行グループ
会社との連携を強化したうえで、地域活性化と新規
事業の創出に注力した取組みを展開していきます。

高知県産業振興計画など、地方公共団体が描く計
画への積極的な関与も進めます。計画の策定段階か
ら当行が深く関与し、地域経済の将来像をともに描
いていくことが重要だと考えています。これは単に
行政の計画を把握するということではなく、当行が
地域経済の一員として、また牽引役として、その方
向性に主体的にコミットしていくということです。
四銀地域経済研究所のシンクタンク機能も更に強化
し、地域の産業や企業に関する調査・分析の質を高
め、お客さまとの対話や地域振興の議論に積極的に
活かしていきます。

また、地方公共団体・大学・しぎんキャピタルパー
トナーズとの連携を深め、創業・スタートアップ支
援を本格的に展開します。高知県の魅力を高め、雇
用を増やし、若い世代が高知で働き、生き生きと暮ら
せる環境をつくるためには、新しい産業の振興が不
可欠です。地域から新たな産業や企業を生み出すこ
とへの積極的な関与こそが、当行が地域と産業を牽
引するという使命を果たすことにほかなりません。

「中期経営計画2026」の期間中に新規事業創出支援
件数を累計120件以上とすることを目指し、高知県
発のイノベーションを力強く後押ししていきます。

法人のお客さまに対するビジネスコンサルティ
ングの高度化にも取り組みます。事業承継・M&A
支援、人財サービス、カーボンニュートラル対応、
海外ビジネス支援、販路拡大支援、経営改善支援な
ど、グループ各社との連携も深めたグループが一体
となったコンサルティングを推進し、「四国銀行に
相談すれば何でも解決してもらえる」と思っていた
だける経営パートナーとしての地位を確立してい
きます。事業承継・M&A支援件数は、今後３年間で
累計6,000件以上を目指します。

そして個人のお客さまに対しては、これまで積み

マネジメントメッセージ
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バランスシートの質にこだわり、 
収益力強化とコスト効率化・ 
適切な資本政策をバランスよく 
推進することで、資本コストを超える 
ROEの実現と真の企業価値向上を 
目指してまいります。

【財務担当役員メッセージ】

「中期経営計画2023」の振返り
2023年度を起点とした10年ビジョンのファーストステップであった「中期経営計画2023」が終了しました。

長らく続いた異次元緩和時代が終焉し、本格的に金利ある世界へ移行したことで、地域金融機関を取り巻く経
営環境は大きく変化しました。その中で、当行は6つの戦略目標に取り組んだ結果、「地域と産業を牽引するベ
スト＆リライアブル カンパニー」の実現に向けた着実な第一歩を踏み出すことができたと評価しています。最
終年度となった2025年度は、資金利益、非金利収益が大きく増加するとともに、有価証券ポートフォリオの改
善も計画を上回るペースで進みました。関連会社の完全子会社化による一過性の増益要因はありましたが、そ
の影響を除いても連結・単体ともに過去最高益を更新し、単体ROE（株主資本ベース）は5.5％と目標を大きく
上回りました。こうした成果を踏まえ、新中期経営計画に向けた確かな足固めができたものと考えております。

一方、自己資本比率については、取引先の資金ニーズに応えたことで貸出金が想定を上回って増加したこ
とに加え、バーゼルⅢの段階適用に伴うリスクアセットの増加により、目標としていた8％台半ばを下回る結
果となりました。この点については課題として認識しております。新中期経営計画では、計画的な利益の積
み上げに加え、貸出金・有価証券におけるリスクアセットを適切にコントロールし、量から質の向上にシフト
していくことで、自己資本比率の向上を図ってまいります。

「中期経営計画2026」の財務目標と戦略
2026年度からスタートする「中期経営計画2026」では、2028

年度の財務目標として、当期純利益120億円以上、ROE（純資産
ベース）6％以上、自己資本比率8％台前半、OHR60％程度（投資
信託解約益を除くコア業務粗利益ベース）を掲げています。前提
となる政策金利は1.25％までの上昇を想定していますが、金利上
昇が見込まれる環境下においても、単なるボリューム追求ではな
く、バランスシートの質にもこだわっていきたいと考えております。

収益基盤の強化に向けては、高知・徳島を基盤とした広域店舗網を活かすとともに、地域戦略に応じた預貸
金ビジネスの強化により、利鞘の拡大を目指します。有価証券運用では、引き続き円建債券の入替を進め、残
高やリスクを適切にコントロールしながら、安定的な収益の確保につながるポートフォリオを構築します。

コストコントロールについては、全社オペレーション変革2.0として、前中期経営計画期間中に着手した営
業店内務事務・融資業務の本部集中を全店へ展開・完了させるとともに、AI・デジタルの活用によるさらなる
業務効率化を推進します。こうした取組みにより、お客さまと向き合う時間を創出し、持続可能な収益力の
向上につなげてまいります。

資本コストや株価を意識し、中長期的にROE8％を目指す
当行のPBRは改善傾向にあるものの、依然として

1倍を下回っており、ROE（純資産ベース）も想定し
ている資本コスト（8％程度）を上回る水準には至っ
ていません。

中期経営計画2026では、こうした課題を強く意識
し、各施策に取り組んでまいります。安定的な収益
確保と適切な資本政策を進めることで、まずは中期
経営計画最終年度におけるROE6％以上を達成し、
10年ビジョンの最終年度にあたる2032年度には、
ROE8％を上回る水準を目指してまいります。また、PER向上に向けては、持続的な成長につながるサステ
ナビリティ経営の実践やIR活動の強化を通じて、企業価値の向上に取り組んでまいります。

マネジメントメッセージ

中期経営計画2023
（単体ベース）

項目
2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
実績 目標 評価

コア業務純益※ 86億円 109億円 132億円 181億円 120億円以上 ●
当期純利益 55億円 70億円 69億円 80億円 70億円以上 ●
ROE
（株主資本ベース） 4.2% 5.2% 4.9% 5.5% 5%以上 ●
自己資本比率 8.62% 8.24% 8.64% 8.17% 8%台半ば ▲
OHR※

（コア業務粗利益ベース） 72.1% 67.7% 64.3% 57.4% 60%台半ば ●
※ 投資信託解約益を除く

「中期経営計画2026」財務目標（単体）　

項　目 2028年度

当期純利益 120億円以上

ROE（純資産ベース） 6%以上

自己資本比率 8%台前半

OHR（コア業務粗利益ベース※） 60%程度

※ 投資信託解約益を除く

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

5.09

11.69

0.55

0.330.32
0.250.210.21

7.277.26
6.55

4.04

PER PBR　（単位：倍）

PBR・PERの推移（単体ベース）

2022年度 2025年度 2028年度計画

中期経営計画2023 中期経営計画2026
マイナス金利環境 金利のある世界

次期中期経営計画～

当期純利益

（数値は全て単体）

55
億円

80
億円

120
億円

+40億円以上

ROE
6%以上

ROE
5.04%ROE

3.82%

資本コストを
意識した

ROEの実現
ROE 8.0%以上

常務取締役

内川 新吾
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ロジックツリーからもお分かりいただけるとおり、中期経営計画2026の各戦略・施策は財務指標の改善
を強く意識したものであり、株主や投資家の皆さまから期待される水準を目指すスピードを、一層加速させ
てまいります。

キャピタルアロケーション
安定的な収益確保を基盤として、ROE向上に向けた

積極的な資本活用に取り組んでおります。中期経営計
画2026の各戦略・施策により確保した利益を、適切な
配当を実施したうえで、貸出金、有価証券、その他本店
の建替え等へと戦略的に配分し、資本効率の最大化を
図ります。また、単体自己資本比率は8%台と健全水準
を維持しながら、資本の最適配分を通じて収益力の強
化と持続的な企業価値の向上に取り組んでまいります。

資本政策と株主還元
資本政策については、安定的な収益確保とROE向上に向けた積極的な資本活用を基本方針としています。

自己資本比率は、健全経営の継続に向けた適正な内部留保確保の観点から、単体で8％台を維持する方針です。
株主還元については、2026年4月に連結配当性向目標を40％に引き上げました。今後も持続的な利益成長

と連動した株主還元の充実を図るとともに、マーケットからの評価を高め、PBR向上につなげてまいります。

政策保有株式の縮減
2025年度末における政策保有株式の連結純資産比

率（時価ベース）は18.6％となりました。簿価ベース
では2015年度末の360億円から2025年度末には
149億円へと着実に縮減を進めております。

引き続き、定量・定性の2つの観点から保有の合理性
検証を実施するとともに、発行会社との対話を通じた
合意形成を図りながら、資本効率の継続的な改善に努
めてまいります。中期経営計画2026では、2028年度
末までに連結純資産比率15％未満を目標として掲げ、
計画的な縮減を進めてまいります。

マネジメントメッセージ

ステークホルダーの皆さまへ
「金利ある世界」への移行は、当行にとって収益力を高める大きな好機です。一方で、金利上昇をはじめと

する市場環境の変化のみならず、人口減少や少子高齢化など地域特有の課題もある中で、資本コストを上回
るROEを持続的に実現し、真の企業価値向上を実現するためには、収益力の強化、コストコントロール、適切
な資本政策などの施策をバランスよく推進することが不可欠です。

当行は、10年ビジョン「地域と産業を牽引するベスト＆リライアブルカンパニー」の実現に向け、地域・お
客さま価値の向上と企業価値の持続的向上を両立させてまいります。株主・投資家の皆さまをはじめ、すべ
てのステークホルダーに対し、引き続き透明性の高い情報開示と建設的な対話を通じて信頼関係を深め、ご
期待に応えてまいります。何卒、変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

株主・投資家とのコミュニケーション
当行は、株主・投資家の皆さまが経営戦略や財務状

況などを正確にご理解いただけるよう、分かりやすい
情報開示に努めております。

2025年度は、機関投資家・アナリスト向け決算説
明会のほか、国内外の機関投資家との1on1ミーティ
ングを適宜実施し、積極的な対話の機会を設けるとと
もに、いただいたご意見は、その重要性に応じて経営
陣や取締役会へ適宜報告・共有しております。

引き続き、株主・投資家の皆さまとの緊密なコミュ
ニケーションを継続し、持続的な成長と中長期的な企
業価値向上に努めてまいります。

PBR向上に向けたロジックツリー

2025年度

当期純利益 配当

貸出金

有価証券 本店建替え
その他

2028年度
計画

8.17%
自己資本比率

自己資本比率
8.30%

資本の有効活用

連結純資産比率
15%未満

2015
年度

2018
年度

2021
年度

2024
年度

2025
年度

2028
年度

360
290

212
154 149

18.6%18.8%
22.1%

27.5%

33.9%

取得原価（簿価） 連結純資産比率（時価）

1,285 1,497 1,277 1,264

723541

1,669 1,462 1,673 2,093 2,513

18

35※ 30 30
40 35 40

50
60 連結配当性向

40%以上

2017年度

17.9%

2018年度

32.7%

2019年度

41.2%

2020年度

29.9%

2021年度

20.9%

2022年度

26.2%

2023年度

22.8%

2024年度

30.6%

2025年度

30.5%

2026年度
以降配当性向

自己株式取得総額（百万円）配当金総額（百万円） 1株あたり配当金（円）

対話テーマ 主な質問事項

営業活動状況
業績・中期経営計画の進捗状況、預貸
金の状況、有価証券含み損益への今後
の対応

資本政策・
企業価値向上策

株主還元方針の考え方、政策保有株式
の縮減に向けた取組み、PBR向上に向
けた具体的取組み

地方創生・
サステナビリティ

人口減少を踏まえた持続可能な地域金
融モデルの構築、気候変動・生物多様
性への対応とサステナビリティ経営の
進捗

その他 銀行再編への考え方、四国アライアン
スの取組み状況

PBR＝PER×ROE PBR向上に向けた取組み 戦略目標

戦略目標Ⅲ
四銀スタイルの発揮

預金調達の強化・預り資産残高の増加

収益力の強化ROA
RORA
改善

コスト
コントロール

財務レバレッジ
コントロール

ROE
向上

Ｐ
Ｂ
Ｒ
の
向
上

資本政策

IR活動の強化
期待成長率
向上

PER
向上

持続的成長
基盤の強化

サステナビリティ
経営の実践

環境変化への対応

適切な収益を確保した貸出金の増加

ビジネスコンサルティングの強化

戦略目標Ⅳ
当行の企業価値の向上

シップファイナンス・高度金融への取組み

有価証券ポートフォリオの最適化

戦略目標Ⅱ
組織の変革

低採算・高リスクアセットの入替

与信費用の適切な管理

物件費やシステム関係費用等の適正化

戦略目標Ⅳ
当行の企業価値の向上

政策保有株式の縮減

配当性向の維持・向上

ステークホルダーとの対話充実・非財務情報の開示

戦略目標Ⅲ
四銀スタイルの発揮

新事業・地場産業への取組強化による地域活性化

気候変動・カーボンニュートラルへの取組み

戦略目標Ⅰ人的資本経営の強化

戦略目標Ⅳ
当行の企業価値の向上

サイバーセキュリティ等のリスク対応

マネーローンダリング対策の強化 ※ 2018年度：記念配当5円



マネジメントメッセージ

【社外取締役インタビュー】

コンプライアンスの知見を活かし、 
健全経営と企業価値の向上を
支援していきます。

社外取締役

植田 剛生
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Q 	　社外取締役に就任されて一年が経過しまし
たが、就任前と比べて、四国銀行のコンプライ
アンス意識や企業風土の実態について、どのよ
うな印象の変化がありましたか？

就任して一年、外から抱いていた「地域に根差し
た堅実な銀行」という印象は、内側から見てより確
かなものになりました。コンプライアンスはルール
の整備や研修といった形式面にとどまらず、日々の
業務の中で「お客さまの信頼を損なわない」という
価値観が行動の前提になっていると感じています。
企業風土の面では、当行のキャッチコピーである

「Just Like Family!」のとおり、互いに支え合いなが
ら丁寧に仕事を進める温かさがあり、それが結果と
して健全性の土台にもなっています。一方で、環境
変化が大きい今こそ、組織の強みを維持するために

「スピークアップの文化が大事」だと改めて認識し
ています。問題が小さいうちに声が上がり、速やか
に手を打つことが、健全経営と信頼の維持につなが
るからです。

Q 　2026年度から始まった新中期経営計画の策
定プロセスについて、チーフコンプライアンス
オフィサーとしてのご経験から、議論の透明性
や内容をどのように評価されていますか？� 	
　また、経営陣への監督機能や、健全な議論が
行われる環境づくりについてもお聞かせくだ
さい。

策定プロセスの透明性という点では、取締役会を
中心に必要な情報が共有され、論点が整理されたう
えで議論が行われていると評価しています。議長の
リードのもと、社外取締役としても発言しやすい雰
囲気づくりがなされており、懸念点や異論を含めて
率直に意見を述べやすい環境です。監督機能の観点
では、新中計が目指す「当行の企業価値の向上」に向
けた収益性向上の施策と多様化するリスク管理の両
面をセットで確認し、「アクセル」と「ブレーキ」を同
時に点検することが重要です。加えて、提言や指摘
に対する対応状況が、適切にフィードバックされる
仕組みによって回っているかも大切です。透明性と
は、決めるまでの説明だけでなく、決めた後に「どう
実行し、どう修正したか」が分かることでもあるた
め、今後も改善サイクルの実効性を重視して見てい
きます。

Q 	　新中期経営計画が掲げるテーマや施策のう
ち、地域社会やステークホルダーへの価値提供
という観点から、社外取締役として特に注目・
期待されている取組みはどのようなものがあり
ますか？

地域社会やステークホルダーへの価値提供という
観点で注目しているのは、10年ビジョンに掲げる地
域・産業を「牽引する」という姿勢が、新中計の柱で
ある「四銀スタイルの発揮」として、より具体的に施
策に落とし込まれている点です。地域イノベーショ
ン部から改称された「地域創生部」を核に、地域コン
サルティングや新規事業創出を支援する機能を強化
していくことは、人口減少や人手不足といった地域
課題に対し、金融の枠を超えて関与していく姿勢を
示すものです。また、事業承継・M&A支援、人財や

Q 	　前中期経営計画の総仕上げの時期に社外取
締役として参画されましたが、新たな中期経営
計画のスタートに向けて、組織としてどのよう
な進化や変化を実感されていますか？

前中期経営計画の締めくくりから次の計画へ移る
局面で参画したからこそ、当行が変革を「掛け声」で
はなく実行に移しつつあることを強く実感していま
す。法人領域では、新中計で掲げる「四銀スタイル」
を体現する、お客さまの課題解決を起点とした伴走
型営業が浸透し、「営業店は価値向上の最前線、本部
は営業店の支援」という役割の再定義のもと、本部
と営業店が連携して非金融分野も含めた提案を増や
している点に進化を感じます。個人領域では大和証
券との協業が定着し、高度な資産形成・運用支援の
態勢が整ってきました。さらに、「全社オペレーショ
ン変革2.0」に代表される生産性向上の取組みに
よって営業店が「お客さまに向き合う時間」を確保
しようとする動きは、今後の「四銀スタイル」発揮を
支える重要な基盤だと思います。変化のスピードが
上がるほど、現場の負荷も増えていきますので、進
捗管理とあわせて丁寧な対話、納得感の醸成が不可
欠だと考えています。

DXに関する支援などの非金融機能は、地域の商流・
雇用を守り、企業価値向上に直結する領域であり、

「四銀スタイル」の真価が発揮されることを期待し
ています。個人分野では、資産形成ニーズが高まる
一方で金融犯罪も増えているため、お客さま本位の
提案と説明に加え、セキュリティと情報管理を徹底
し、安心して相談できる態勢を強化していくことが
重要だと考えます。

Q 	　新中期経営計画の期間中、社外取締役および
コンプライアンスの専門家として、経営をどの
ように支え、監督されていくお考えですか？� 	
　また、四国銀行が地域社会やステークホル
ダーにとって「なくてはならない存在」であり続
けるために、今後どのような進化を期待されて
いますか？

新中期経営計画期間中は、社外取締役として「人
的資本の強化」や「組織の変革」といった施策の推進
と、その土台となる健全性の確保が両立しているか
を継続的に監督し、必要な問いを投げかけていきま
す。コンプライアンスの専門性の観点からは、生産
性向上やAI活用など変化が大きいときほど現場に無
理が生じやすく、不適切な対応やハラスメント、情
報管理上のリスクが顕在化し得るため、予兆管理を
重視します。そのためにも、「スピークアップの文化
が大事」であり、声が上がること自体が組織の健全
性を示すと捉えています。内部通報や相談窓口が安
心して使えること、寄せられた声が再発防止や制度
改善に確実につながること、そして職場内でも小さ
な気づきが共有されることを確認していきます。四
国銀行が地域にとって「なくてはならない存在」で
あり続けるためには、「Just Like Family!」の温かさ
を土台にしつつ、多様な知見を取り込み、変化に強
い組織へ進化し続けることが不可欠です。今回の新
中計は10年ビジョン達成に向けたセカンドステッ
プであり、「四銀スタイル」を課題解決力と信頼を両
輪で高める姿として確立し、地域とともに成長する
銀行であり続けることを期待しています。

マネジメントメッセージ



創　業 ➡ 1900年代 2000年代 ➡ 2010年代 2020年代
1878
創 業ー第三十七国立銀行設立ー
1896
● 第百二十七国立銀行を合併

1899
● 本店を現在の場所に移転

1916
● 本店を新築

1919
● 株式会社土佐貯金銀行を合併

1923
● 株式会社土佐銀行を合併、
　商号を株式会社四国銀行に改称

1926
● 株式会社関西銀行を合併
● 関西銀行本店を四国銀行徳島支店とし、
　その他徳島県店舗21カ所他を継承

1930
● 株式会社高陽銀行を合併

1944
● 株式会社土豫銀行を買収

1945
● 株式会社土佐貯蓄銀行を合併

1950
● 高知信用組合の営業譲受

1974
● 東京、大阪両証券取引所市場第1部上場
● 四銀総合リース株式会社設立

1976
● 四国保証サービス株式会社設立

1978
● 創業100周年を迎える

1990
● 四銀コンピューターサービス株式会社
　設立

1991
● 株式会社四銀地域経済研究所設立

1998
● 証券投資信託の窓口販売業務開始

2002
● 生命保険窓口販売開始

2006
● インターネットバンキング （個人向け）
　モバイルバンキング サービス開始

2010
● 四銀代理店株式会社設立

2016
● 四国の地方銀行4行による四国創生
　に向けた包括提携
　「四国アライアンス」の締結

2018
● 四国アライアンスキャピタル株式会社
　設立
● 地方銀行7行によるデジタル化戦略に
　関する連携協定
　「フィンクロス・パートナーシップ」の締結
● 共同出資会社「株式会社フィンクロス・
　デジタル」の設立
● 監査等委員会設置会社へ移行

2019
● 当行初となる保険の相談窓口
　「ほけんプラザ薊野」設置

2020
● 四国アライアンス4行による地域商社
　「Ｓｈｉｋｏｋｕブランド株式会社」設立

2021
● 人材紹介業務の開始

2022
● サステナビリティ方針の策定・
　サステナビリティ委員会の設置
● 幡多信用金庫との業務提携

2023
● 大和証券との協業開始
●  経営理念の改定
● 新10年ビジョンの策定

2024
● しぎんキャピタルパートナーズ
　株式会社設立

2025
● 四銀総合リース株式会社を
　完全子会社化

2026
● 「中期経営計画2026」スタート

（億円）

2022 
● ウクライナ危機の発生

2024 
● 日銀が「マイナス金利政策」
　を解除

2018 
● 西日本豪雨発生

2019 
● 消費税増税（10％へ）

2020 
● 新型コロナウイルス蔓延

2021 
● 東京オリンピック・
　パラリンピック開催

2005 
● ペイオフ全面解禁

2008
● リーマン・ショック

2011
● 東日本大震災発生

2013 
● 日銀が「量的・質的
　金融緩和政策」を導入

2014 
● 消費税増税（8％へ）

2016 
● 日銀が「マイナス
　金利政策」を導入

1973
● 第1次オイルショック

1985
● プラザ合意

1989 
● 消費税法施行

1991 
● バブル崩壊

1995 
● 阪神・淡路大震災発生

1923
● 関東大震災発生

1926
● 健康保険法施行

1928
● 銀行法施行

1964
● 東京オリンピック・
　パラリンピック開催

1871
● 高知県誕生

1878
● 東京証券取引所開業

1889
● 大日本帝国憲法発布
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四国銀行の価値創造

貸出金残高 預金等残高

グループのあゆみ
当行は1878年（明治11年）10月17日に第三十七国立銀行として創業して以来、地域の皆さま、お客さま、

株主の皆さまをはじめ、多くの皆さまの温かいご支援のもと、今日まで営業を継続してきました。今後も「地域
と産業を牽引するベスト＆リライアブル カンパニー」の実現に向け、地域とともに持続的な成長を目指します。
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四国銀行の価値創造

地域の現状と経営基盤
 高知県の現状

高知県は、北は四国山地、南は太平洋に面し、四万十川や仁淀川などの清流が流れる自然豊かな地域です。
こうした自然環境を活かして、これまでさまざまな産業が形成されてきました。

第一次産業は、なす・ししとう・しょうが・ゆずなどが日本有数の収穫量を誇る「農業」、全国1位の森林率（約
84％）を背景とした「林業」、カツオの一本釣りに代表される「漁業」がそれぞれ発展しています。

第二次産業は、製造品出荷額の低さが課題である一方で、土佐和紙・土佐打刃物などの伝統的工芸品、酒蔵、
ニッチな分野で世界市場に存在感を示す企業などが立地しています。

第三次産業は、歴史文化や豊かな自然を活かした観光地・各種レジャー、四国八十八ヶ所霊場などを活用し
た観光業が盛んです。

高知県の人口は約64万人（2026年4月時点）で、1985年の約84万人をピークに減少が続いています。全
国に先駆けて高齢化が進行しており、産業の担い手や県内消費の減少が課題となっていることから、デジタ
ル化推進による生産性向上や外商活動などに官民一体となって取り組んでいます。

 広域店舗網

当行は、1878年に第三十七国立銀行として高知県で創業しました。創業以降、地盤である高知県を中心と
して、四国全域と瀬戸内・関西圏および東京都にも充実した店舗網を展開しています。これは、地方銀行の中
でも有数の広域なものであり、当行の大きな特長です。

 地域の皆さまとのお取引

預金等残高につきましては、人口動態やコロナ給付金の取り崩し等の影響から若干の減少傾向が続いてお
りましたが、2025年度末は法人預金・公金預金が増加し、前年度末を上回る残高となりました。貸出金残高
につきましては、お客さまからの資金ニーズに応え、堅調に推移しています。

地域別の預金等残高につきましては、本店を置く高知県内のお客さまが約6割を占めています。貸出金に
つきましては、広域店舗網の強みを活かし、高知県外のお客さまへの貸出金は総貸出金の半数以上を占めて
います。

地域別預金等残高（譲渡性預金含む）（2026年3月末）

1,381億円
4.57%

1,442億円
4.77%

19,640億円
65.01%

2,107億円
6.98%

28,101億円
93.02%

5,637億円
18.66%

合計
30,209億円 3,286億円

14.72%

1,394億円
6.25%

3,001億円
13.44%

8,918億円
39.96%

5,720億円
25.63%

16,600億円
74.37%

地域別貸出金残高（2026年3月末）

合計
22,320億円

高知県 徳島県 香川県 愛媛県 本州地区都府県 四国地区

東京都 1店舗

岡山県 1店舗

高知県 63店舗

広島県 3店舗

愛媛県 6店舗

香川県 7店舗

大阪府 3店舗

兵庫県 2店舗

徳島県 23店舗

総面積 7,102.28㎢（2025年） 人口 638,338人（2026年4月）

（男 302,423人　女335,915人）

移住者 2,450人（2025年度）
2011年度集計開始以降、過去最多

事業所数 33,064事業所（2021年）

森林率 約84％
全国1位（2023年度）

河川 水質が最も良好な河川として、
仁淀川が選ばれています（2024年）

第一次産業 第二次産業

農業 農業産出額（耕地１ha当たり）
442.4万円　全国4位（2023年）

製造 製造品出荷額等
6,539.6億円　全国46位（2023年）

林業 林業産出額
89.8億円　全国19位（2024年）

第三次産業

観光
県外観光客入込数
457.2万人／年

（2025年）

総消費額　
1,381億円（2025年）
※過去最高漁業 漁業産出額

619.3億円　全国6位（2023年）

全国1位

しょうが（2024年） ししとう（2024年） にら（2024年） なす（2024年） ゆず（2022年）
生産量（全国シェア） 14,400t（45.0％） 1,660t（39.3％） 15,600t（30.8％） 36,700t（16.2％） 8,866.8t（50.7％）

● 高知県の特徴

● 主要産業の状況

● 代表的な農産

出典 高知県 ・県勢の主要指標 令和8年度版
・令和7年度 高知県の森林・林業・木材産業

・高知県の推計人口月報（令和8年4月1日）
・令和7年度 高知県への移住者数について

・高知県HP「高知県のすがた令和8（2026）年」

国土交通省 ・令和6年　全国一級河川の水質現況2024

四国内　99店舗　／　全店　109店舗
※その他インターネット専用支店　1店舗（2026年3月31日現在）



※ROE︓株主資本ベース ※OHR︓コア業務粗利益ベース

10年ビジョン実現に向けた態勢整備 経営体質の強化

戦略目標Ⅰ 地域・産業の牽引に
向けた態勢整備

戦略目標Ⅱ 個人に対する新たな価値
創造に向けた態勢整備

戦略目標Ⅲ お客さまと繋がり続ける
オムニチャネルの構築

戦略目標Ⅳ 経営インフラの整備

戦略目標Ⅴ 収益力の向上

戦略目標Ⅵ 効率性の向上

2023年４月～2026年３月(3年間) ビジョン実現に向けた変革の第一歩

10年ビジョン「地域と産業を牽引するベスト＆リライアブル カンパニー」

経営理念を再定義し、10年ビジョンを“バンク”から“カンパニー”へ昇華

経営理念「健全経営に徹し、金融を基盤とするサービスを通じて社会の発展に貢献する。」

項目 目標
コア業務純益 120億円以上

当期純利益 70億円以上

ROE※ 5％以上

自己資本比率 8.0％台半ば

OHR※

財
務
目
標
（
単
体
ベ
ー
ス
）

地域・産業の振興機能の強化
法人営業スタイルの変革
非金融機能の立上げ・強化

●

●

●

大和証券との銀証連携モデルの確立
アプリを中心とした顧客体験の再構築

●

●

データ・システム基盤の最適化
組織・人財の変革に向けた態勢整備

●

●

デジタル・非対面チャネルの拡充●

営業生産性の向上
高度金融の態勢強化
市場運用の態勢強化

●

●

●

全社オペレーション変革
物件費・システム費用の最適化

●

●

中期経営計画
2026-2028

60％台半ば

実績
181億円

80億円

5.5％

8.17％

57.4％

前中期経営計画の振り返り
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四国銀行の価値創造

 前中期経営計画の概要  数値目標の実績と評価

 成果と課題 10年ビジョン実現に向けた態勢整備 経営体質の強化

戦略目標 Ⅰ地域・産業の 
牽引に向けた態勢整備 Ⅱ個人に対する新たな

価値創造に向けた態勢整備 Ⅲお客さまと繋がり続ける
オムニチャネルの構築 Ⅳ経営インフラの整備 Ⅴ収益力の向上 Ⅵ効率性の向上

成　果

⃝�四銀地域経済研究所と連携し、シンクタンク機能を強化
⃝�人財・DX・カーボンニュートラルに関するサービスを立上

げ、長期的な地域課題に対応
⃝�本店営業部エリア・南国支店エリアでのエリア営業拡大

⃝�銀証連携モデルを確立し、お客さまの最善の利益を追求した
結果、有価証券残高は大幅に伸長

⃝�アプリの各種機能追加とUI/UXの改善を継続的に実施し、
アプリ内で完結可能な各種サービスが増加

⃝�ビジネスポータルの取扱開始
によりお客さまの利便性が向
上

⃝�次期情報系基盤の開発に着手
⃝�エンゲージメントサーベイを導

入し、アクションプランに沿った
エンゲージメント向上施策を実
施

⃝�高度金融領域の態勢を高度化し、LBO
ローンを中心とした多様なファイナン
スを提供

⃝�機動的な資産入替等により有価証券
ポートフォリオを再構築

⃝�融資業務と営業店事務の本部
集中により営業店事務負担を
軽減

⃝�物件費の削減

課　題

⃝�地場産業の発展や新規事業創出への積極的な関与
⃝�専門人財の開発・育成による知見獲得やノウハウの蓄積
⃝�エリア営業態勢のブラッシュアップ、お客さま価値の向上を

牽引する人財の育成

⃝�お客さまとの接点拡大に向けた態勢および内部管理態勢の
強化

⃝�継続的な機能追加による利便性の向上と金融犯罪等への対
応

⃝�対面チャネルの継続的な変革
と非対面チャネルの機能充実

⃝�データ利活用推進態勢の整備
⃝�サイバーセキュリティ対策の高

度化
⃝�ウェルビーイングの実現に向け

た取組みの更なる強化

⃝�ノウハウ・知見の継承とリスクアセッ
トコントロールの強化による安定した
業務運営基盤の構築

⃝�有価証券運用の持続可能な運用態勢の
構築

⃝�更なる業務効率化を実現する
ためのAI・デジタルの活用

⃝�物件費予算統制の高度化

項目
2025年度
目標

2025年度
実績 評価

お客さまの
企業価値の向上

融資取引先の
60％以上

融資取引先の
53.6% ▲

事業所融資先数 13,200先
以上 13,280先 ●

サステナブル
ファイナンス
実行額

2,000億円
以上

累計
2,678億円 ●

事業承継・M&A
支援件数

累計
7,000件
以上

累計
7,438件 ●

非金利収益比率 16.5％
以上 17.0% ●

証券口座数 46,000件
以上 47,311件 ●

預り資産等残高 5,900億円
以上 6,915億円 ●

（うち
有価証券残高）

4,500億円
以上 5,376億円 ●



知的資本
●多様な
コンサルティングメニュー

●異業種との連携による
知見・ノウハウ

●グループ一体の総合力

社会・関係資本
●お客さまとの
信頼関係に基づく
顧客基盤

●広域店舗網 109店舗
●産学官金のネットワーク

自然資本
●豊かな自然（森、川、海）
●「よさこい祭り」を
はじめとした
 魅力あふれる観光資源

人的資本（2026年3月期）
●行員数 

1,274名
●女性監督職以上比率 

31.3%
●人財育成投資額 

110百万円

財務資本（2026年3月期）
●預金等残高 

3兆209億円
●貸出金残高 

2兆2,320億円
●当期純利益 

80億円
●ROE（株主資本ベース）

5.5％

お客さま
●事業承継・M&A支援件数
累計6,000件以上

●ビジネスマッチング成約件数
累計2,000件以上

●豊かな暮らしの実現に向けた
総資産コンサルティング

地域
●新規事業創出・スタートアップ支援
への積極的な関与

●地域課題の解決に資する
プロジェクト支援件数 
累計5件以上

●サステナブルファイナンス実行額 
5,000億円以上
（2023年4月～2030年12月31日）

従業者
●エンゲージメントサーベイ AA以上
●女性監督職以上比率 33%

●人財育成投資額 140百万円（2026年度）

株主・投資家
●当期純利益 120億円以上
●ROE（純資産ベース） 6％以上
●連結配当性向 40％以上

お客さま
●事業の成長・発展
●豊かな暮らしの実現

株主・投資家
●当行グループの中長期的な
企業価値向上

●株主還元の充実

地域
●地域活性化に資する産業創出
●脱炭素社会の実現

従業者
●ウェルビーイングの実現

INPUT（価値創造の源泉） ACTIVITY（事業活動） OUTPUT（事業活動の成果） OUTCOME（提供する価値）

価値創造を支える経営基盤

●サステナビリティ方針 　●人財育成 　●ガバナンス
●コンプライアンス 　●リスクマネジメント 　●最適化されたデ

ータ・シ
ステム

戦略目標Ⅰ
人的資本の強化

▶ P27

戦略目標Ⅱ
組織の変革
▶ P29

戦略目標Ⅳ
当行の企業価値の向上

▶ P37

戦略目標Ⅲ
四銀スタイルの発揮

▶ P34

営業店
地域・お客さま

価値の向上を徹底する

本　部
すべての本部部署が
営業店支援を徹底する

地域戦略

中期経営計画2026

ビジョン実現に向けた変革の深化と
更なる成長

10年ビジョン

地域と産業を牽引する
ベスト＆リライアブル

カンパニー

人
口
減
少
　

少
子
高
齢
化
　
　
　産
業
基
盤
の
縮
小
　
　
　企
業
数
の
減
少

後
継
者
不
在

　
　
　自
然
災
害
リ
ス
ク
の
増
加
　
　
　脱
炭
素
　
　
　資
産
形
成

相
続
対
策
　
　
　価
値
観
の
多
様
化

外
部
環
境・社
会
課
題

価値創造プロセス
当行の多様な資本と強みを活かし、地域・お客さまと当行が、ともに成長する価値を創造します。
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四国銀行の価値創造



ビジョン実現に向けた変革の深化と更なる成長
営業店と本部の役割を再定義し、地域戦略や店質に応じた顧客接点の強化と
四銀スタイル※の発揮により、当行の企業価値向上と10年ビジョンの達成を目指す
※四銀スタイル…四国銀行の営業指針であり、「Just Like Family!」な人財力をベースに専門的な
　　　　　　　コンサルティング能力を発揮することで、お客さまのお役に立ち喜んでいただくことを目指しています

中期経営計画2026

10年ビジョン

地域と産業を牽引する
ベスト＆リライアブル カンパニー

2032

2031

　

2030

2028

2029

2027

2025

2026

2024

2023

2029

2026

2023

四銀スタイルの
発揮

人的資本の
強化

組織の
変革

120億円以上

6%以上

8%台前半

60%程度

当期純利益

ROE（純資産ベース）

自己資本比率

OHR（コア業務粗利益ベース）※

2028年度項　目

※ 投資信託解約益を除く

財務目標（単体）

地域戦略

営業店
地域・お客さま価値の
向上を徹底する

本　部
すべての本部部署が
営業店支援を徹底する

収益性の向上　 リスク管理態勢の強化　 株主価値の向上　 経営基盤の強化

戦略目標Ⅳ 当行の企業価値の向上

地域の発展と企業価値の向上　 豊かな暮らしの実現

戦略目標Ⅲ 四銀スタイルの発揮

人財力の強化
働きやすい職場環境の整備

戦略目標Ⅰ 人的資本の強化

顧客接点の強化
営業店支援の徹底

戦略目標Ⅱ 組織の変革

中期経営計画2026の概要

ビジョン実現に向けた変革の深化と更なる成長
営業店と本部の役割を再定義し、地域戦略や店質に応じた顧客接点の強化と
四銀スタイル※の発揮により、当行の企業価値向上と10年ビジョンの達成を目指す
※四銀スタイル…四国銀行の営業指針であり、「Just Like Family!」な人財力をベースに専門的な
　　　　　　　コンサルティング能力を発揮することで、お客さまのお役に立ち喜んでいただくことを目指しています

中期経営計画2026

10年ビジョン

地域と産業を牽引する
ベスト＆リライアブル カンパニー

2032

2031

　

2030

2028

2029

2027

2025

2026

2024

2023

2029

2026

2023

四銀スタイルの
発揮

人的資本の
強化

組織の
変革

120億円以上

6%以上

8%台前半

60%程度

当期純利益

ROE（純資産ベース）

自己資本比率

OHR（コア業務粗利益ベース）※

2028年度項　目

※ 投資信託解約益を除く

財務目標（単体）

地域戦略

営業店
地域・お客さま価値の
向上を徹底する

本　部
すべての本部部署が
営業店支援を徹底する

収益性の向上　 リスク管理態勢の強化　 株主価値の向上　 経営基盤の強化

戦略目標Ⅳ 当行の企業価値の向上

地域の発展と企業価値の向上　 豊かな暮らしの実現

戦略目標Ⅲ 四銀スタイルの発揮

人財力の強化
働きやすい職場環境の整備

戦略目標Ⅰ 人的資本の強化

顧客接点の強化
営業店支援の徹底

戦略目標Ⅱ 組織の変革
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中期経営計画2026の位置付け

10年ビジョン実現に向けたセカンドステップ
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中期経営計画2026の概要
中期経営計画2026では、営業店は地域・お客さまとの接点を強化し、お客さま価値の向上に取り組みます。

本部は高い専門性を発揮するとともに､すべての本部部署が営業店支援を徹底します。
当行最大の強みである高知・徳島を基盤とした広域店舗網を活かし、地域戦略に応じて接点強化を図り、四
銀スタイルを発揮し、地域・お客さまの価値向上と、当行の持続的な企業価値向上の実現を目指します。

「四銀スタイル」とは
「四銀スタイル」とは、お客さまのお役に立つ営業を深化させるために、営業の考え方と実践手法を体系的

にまとめた当行の営業指針です。
当行には、お客さまから「親身に対応してくれる」「面倒見の良い銀行」と高い評価をいただいている誇るべ

き企業文化があります。その企業文化の象徴が当行のロゴマーク「Just Like Family!」です。しかし、「Just 
Like Family!」を体現し、リレーションを築く人財力だけでは、刻々と変化するお客さまのニーズに応えるこ
とはできません。地域・お客さまの課題に真摯に向き合い、お役に立ち、喜んでいただくためには、専門的な
コンサルティング能力を発揮することが不可欠です。
「Just Like Family!」な人財力をベースに専門的なコンサルティング能力を発揮する。これが当行の営業指

針「四銀スタイル」です。

中期経営計画2026における地域戦略
当行は、高知・徳島を基盤とした広域店舗網を最大の強みと捉え、地域の特性や競争環境に応じた3つの戦

略地域を設定し、各戦略地域の特性に応じた顧客接点の強化と四銀スタイルの発揮に取り組んでいます。
高知県は「リーダー」と位置付けています。当行は高知県内においてトップシェアを維持していますが、こ

の強固な顧客基盤をさらに発展させることが最重要課題です。地域課題の解決や企業価値の向上、個人のお
客さまの豊かな暮らしの実現に向けた取組みを通じて、地域を牽引し、お客さまから最も信頼される存在と
なることを目指します。また、生産性向上施策により事務部門から営業部門への人員シフトを推進し、法人・
個人営業および地域課題の解決に資する人員を増強することで、預貸金シェアのさらなる拡大を図ります。

徳島県・大竹市は「チャレンジャー」と位置付けています。当行が100年以上にわたって培ってきた顧客基
盤と地域への深い理解を強みとして、高度で独自性のあるコンサルティング力を発揮します。築いてきたリ
レーションをより強固なものとしながら、お客さまの経営課題やライフステージに真摯に向き合うことで、
預貸金シェアの維持・拡大を図ります。また、生産性向上施策により捻出した人員を法人・個人営業部門へシ
フトし、顧客接点のさらなる強化を進めます。

瀬戸内・阪神・東京は「ニッチャー」と位置付けています。広域店舗網を活かしながら、質の高いコンサル
ティング力を武器に、採算性を意識した貸出金および預金取引の維持・拡大を図ります。市場の成長性や競

争環境、取引先ネットワーク等を勘案し、特に阪神地区を中心に法人営業人員を増強することで、収益性の高
い取引基盤の構築を目指します。

これら3つの地域戦略に共通する考え方は、「Just Like Family!」な人財力をベースとした四銀スタイルの
発揮です。こうした人財力と専門的なコンサルティング能力を掛け合わせ、当行グループが一体となった取
組みを通じて地域・お客さま価値の向上に貢献することで、「地域と産業を牽引するベスト＆リライアブル 
カンパニー」の実現を目指します。

10年ビジョン実現に向けた営業店と本部の役割再定義
10年ビジョンの実現に向け、営業店と本部それぞれの役割を再定義しました。
営業店の役割は「地域・お客さま価値向上の最前線」と位置付けます。日々の営業活動のすべてが地域・お

客さま価値の向上につながるという意識のもと、リレーション構築・課題解決に向けたコンサルティング活
動を強化します。

本部の役割は「営業店の支援」と位置付け、本部各部が持つ高い専門性を活かしながら営業店支援を徹底す
ることで、営業店が地域・お客さま価値の向上に専念できる態勢を整備します。

営業店と本部が互いに信頼・理解し合い、緊密に連携することで、組織一丸となって地域・お客さま価値の
向上に取り組みます。

方向性

人員配置の
優先順位

地域課題の解決、企業価値の向
上とお客さまの豊かな暮らしの
実現に向けた取組みを通じて強
固な顧客基盤を構築し、預貸金
シェアを拡大

生産性向上施策により、事務か
ら営業部門への人員シフトを行
い、法人・個人営業、地域課題の
解決に資する人員を増強

100年の歴史で培った顧客基盤
をより強固にし、高度で独自性
のあるコンサルティング力で預
貸金シェアの維持・拡大を図る

生産性向上施策により、事務か
ら営業部門への人員シフトを行
い、法人・個人営業人員を増強

広域店舗網を活かした質の高い
コンサルティング力のもと、採
算性を意識した貸出金と預金取
引の維持・拡大を図る

市場の成長性や競争環境、取引
先ネットワーク等を勘案し、阪
神地区を中心に法人営業人員を
増強

高知県
リーダー

徳島県・大竹市
チャレンジャー

瀬戸内・阪神・東京
ニッチャー

地域・お客さま価値の向上

本　部

営業店の支援

営 業 店

価値向上の最前線
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中期経営計画2026

多様な人財の成長を地域・お客さま価値および当行の企業価値の向上につなげるため、人財力の強化と働
きやすい職場環境の整備を進め、「自律的な学び・成長ができる組織」を目指します。

人財力の強化

 人財開発・育成強化

当行グループは、従来より「人財」という言葉を用いるなど、人を最も大切な経営資本として認識していま
す。2026年4月、急激な環境変化に対応し、当行の持続的な成長につなげるため、人財開発・育成プログラム
を抜本的に改定し、人財開発・育成体系「Change2026」を策定しました。本体系ではキャリア開発を重視し、
従業者の自律的な学び・成長を促す考え方を明確にしています。今後は、キャリア開発ツールや社内副業制
度などの導入を進め、従業者一人ひとりがありたい姿を描き、その実現に向けて自ら学べる環境を整備する
ことで、人財力のさらなる強化につなげていきます。

働きやすい職場環境の整備

 DE&Iの浸透

当行は、性別・年齢・国籍・障がいの有無・性的指向といった属性の違いはもちろん、これまでのキャリア
や経験、価値観など一人ひとりの個性を尊重し合える職場であってこそ、質の高い金融サービスの提供とお
客さま・地域社会への貢献が実現できると考えています。

多様な価値観を受け入れる環境の整備
多様な人財が自分らしく能力を最大限に発揮できる職場環境の整備に取り組んでいます。女性活躍推進や

障がい者雇用の推進、LGBTQ+への理解促進など、すべての従業者が安心していきいきと働ける環境整備を
推進していきます。

働き方改革の推進
柔軟で公平な働き方を実現するとともに、所定外労働時間の削減や育児・介護に関する各種制度の利用促

進を図り、性別に関係なくすべての従業者が安心して働ける環境の整備に取り組んでいきます。

 健康経営の促進

従業者の健康管理を経営の視点で捉え、心身の健康保持・増進と仕事の両立を支援することで、従業者の活
力向上と生産性向上を実現していきます。また、戦略的に取り組んでいくために、「健康経営推進方針」「健康
経営推進方針を踏まえた目標」「KGI」を定め、多様な人財がいきいきと働ける環境を整備することで、組織の
活性化と企業価値の向上に取り組んでいきます。

心身の健康保持・増進と仕事の両立支援
従業者が健康に働くことは、一人ひとりが持つ能力やスキル等を最大限に発揮しやすくなり、生産性の向

上に加え、コミュニケーションの活性化や働きやすい職場環境づくりにつながります。一人ひとりが主体的
に取り組むことができる健康風土の醸成に取り組んでいきます。

従業者の活力向上と生産性向上の実現
従業者の活力向上と生産性向上を目指してさまざまな取組みを実施するとともに、健康で活力ある地域社

会の実現に貢献すべく、健康経営を推進していきます。

 戦略に応じた人員配置と制度・体系の見直し

現行の人事制度に改定した2023年4月以降、金利ある世界への移行や生成AIの目覚ましい進化、働き方改
革の浸透など銀行を取り巻く環境は大きく変化しています。また、行内における人員構成の変化や就業意識の
多様化も加速しており、当行が求める役割・キャリアパス・人財像も変わりつつあります。当行ではこうした
さまざまな環境変化に対応しながら、多様な個の力を組織の力へとつなげていくための施策として、「戦略に応
じた人員配置と制度・体系の見直し」に取り組んでいきます。まずは、銀行の戦略・方針とキャリア開発・育成
の一体運用に向けた態勢整備を図るために、当行にとって最適な人財ポー
トフォリオを策定し、戦略に応じた人員を適所適材で配置していきます。

また、人財育成と公正処遇につながる制度・体系を構築し、役割・スキル・
難易度に応じた処遇を実現することで、従業員のやりがい・働きがいの向
上につなげるとともに、生産性の向上と組織の活性化を実現していきます。

当行において最も重要な経営資本と位置付けている人財力をさらに強
化し、地域・お客さま価値と当行の企業価値の向上につなげていきます。

戦略目標  Ⅰ　人的資本の強化

KPI 2026年度 2027年度 2028年度

女性監督職以上比率 31％以上 32％以上 33％以上

障がい者雇用率 2.7％以上 2.8％以上 2.9％以上

KPI 2028年度

行員層のキャリア面談実施率 100％

ハイレベル資格※1取得者数 60名※3

推奨資格検定試験※2合格者数 750名※3

KPI 2026年度 2027年度 2028年度

エンゲージメントサーベイ A以上 A以上 AA以上

人時生産性※ 14.1以上 14.5以上 15.3以上

個々の能力を
最大限に発揮

個々の能力を
最大限に発揮

心身の
健康保持

育児・介護の
両立

D
Diversity
多様性

E
Equity
公平性

I
Inclusion
包摂性

※ �従業員1人が1時間あたりに生み出す付加価値や 
成果を表す指標（単位：千円）

※1　FP1級・中小企業診断士等の難度が高い公的資格
※2　銀行業務検定（法務・税務・財務）・FP技能検定の各3級以上
※3　2026年度～2028年度までの累積

新たな人財開発・育成プログラム

自己啓発 OJT Off-JT

戦　
略

キャリア開発
ツール

OJT支援
ツール

人事制度

人事考課
制度

●人的資本・人財力の強化に関する取組みの詳細については41ページをご覧ください
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中期経営計画2026

対面チャネルと非対面チャネルの両面からお客さまとの接点を強化するとともに、AI・デジタルの活用や全
社オペレーション変革を通じて生産性を向上させ、お客さまとの対話の時間を創出します。

顧客接点の強化

 四銀スタイルの深化と価値向上に向けた態勢整備

四銀スタイルを現在の経営環境や業務実態に即した内容にリニューアルするとともに、組織全体への浸透・
定着を図ることで、お客さま価値の向上につなげていきます。また、役割系統に応じた行員の役割を再徹底
し、営業店と本部が地域戦略を共有・理解することで、顧客接点の強化に向けた態勢を整備していきます。

四銀スタイルの浸透・定着を測る指標として、お客さまとの有効面談数を設定しています。お客さまとの対
話を通じて課題やニーズを深く把握し、コンサルティングの質を高めることで、お客さま価値の向上を目指し
ます。3年間で2025年度比130％以上を目指し、全行一体で顧客接点の強化に取り組んでいきます。

 非対面チャネルの高度化と更なる浸透

お客さまとの接点強化と利便性向上を目的に、非対面チャネルの深化・高度化に取り組んでいきます。個
人向けには、四銀アプリのUI・UX改善や機能拡充を継続的に実施し、お客さまにとってより使いやすく安心
してご利用いただけるアプリの実現を目指します。法人向けには、ビジネスポータルの機能拡充・利用促進
に加え、新たにビジネスアプリを導入することで、お客さまの業務効率化や経営課題の解決に向けたサポー
トの充実を図ります。これらの取組みを通じて、お客さまがいつでも・どこでも快適にご利用いただける環
境を整備するとともに、対面チャネルとの融合によるオムニチャネルの確立を目指します。

 パーソナライズ提案の強化

お客さまのニーズに応じた最適な提案を実現するため、デジタルマーケティングの高度化とデータ分析基
盤の整備を両輪として、段階的にマーケティング機能を強化していきます。まず、個人のお客さまを軸とし
たマーケティングを高度化するとともに、ご家族を含めたお客さま、企業・団体の従業員や法人のお客さま向
けにも対象を広げることで、当行とお客さまのさらなる関係強化を目指します。また、外部連携先を活用し
た専門人財の育成やAIの活用強化、データ分析基盤の整備を推進します。これらの取組みを通じて、お客さ
まへの提案の質・量を高め、より一層のお客さま満足度向上につなげます。

 エリア営業の深化と最適な店舗運営態勢の整備

エリア営業の深化による営業力強化
営業店を「地域・お客さま価値向上の最前線」と位置付け、エリア営

業のさらなる深化に取り組んでいきます。法人取引を推進するビジネ
スコンサル人財をエリア内で集約し、人財交流を活性化することで人
財育成機能を強化するとともに、四銀スタイルの定着を通じた顧客接
点の強化を図っています。各エリアの地域特性に応じた戦術を展開
し、重要先への継続訪問による強固なリレーションを構築します。

最適な店舗運営態勢の整備
地域課題の解決や企業価値の向上、お客さまの豊かな暮らしの実現

に向けた店舗運営方針を策定するとともに、老朽化店舗への対応を計
画的に進めています。また、次世代型店舗レイアウトへの改善を通じ
て、お客さまが安心してご相談いただける空間づくりを推進し、集客
力の強化と地域に根差した営業基盤の確立を目指していきます。

戦略目標  Ⅱ　組織の変革

KPI 2028年度

お客さまとの有効面談数 2025年度比　130％以上

対面チャネルの深化

非対面チャネルの深化

四銀
スタイル

浸透
定着

お客さま価値の
向上

人財育成・人財交流

ビジネスコンサル人財の集約

エリアのお客さま

集客力の強化店舗運営方針
の策定

店舗レイアウト
の改善

店舗の
リフレッシュ

最適な店舗運営

お客さま

非対面チャネルの高度化と更なる浸透 パーソナライズ提案の強化

四国銀行アプリの機能拡充
●  UI・UXの改善
●  新たな機能追加

お客さまのニーズに応じた 
レコメンドの強化
●  デジタルマーケティングの高度化

ビジネスポータルの 
機能拡充と利用促進
●  機能拡充と利用促進
●  ビジネスアプリの立上げ

デジタルを活用した 
提案の質・量の向上
●  外部連携先との知見共有
●  専門人財の育成

Web
サイト

インターネット
バンキング

キャッシュレス
決済

ダイレクト
センター

ATM

スマートフォン
アプリ
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担当者の声

システムとAIで広げる業務の効率化
　私は2023年の入行後、融資係を担当しました。現在は

融資手続きに関するシステムやパブリッククラウド上で

の内製開発を担当しています。一年と短い期間ではあり

ましたが、営業店での経験を通じて現場の実態を理解で

きたことは強みになっています。この経験を活かし、行

内AIチャットシステムによる行員

の補助に留まらず、行内データを

有効活用した業務支援につながる

AI・システムの開発に挑戦してい

きます。

IT戦略部長メッセージ

　AI・デジタルの活用促進と生産性向上の加速に向けて、業務効率化ツールの整備や

操作性向上を通じた現場の負担軽減を図るとともに、営業店がお客さまへの対応に専

念できる環境づくりを最優先に取り組みます。AI・デジタルを活用した営業支援基盤

の強化により、地域のお客さまへのサービス品質向上に貢献していきます。

内製開発で、銀行のDXを加速する
　「行員のアイディアをシステムで実現する」—それが

私たちの内製開発です。AWSを基盤に、振り込め詐欺検

知システムやAIロールプレイシステム、生成AI利用環境

などのシステムを構築してきました。前職のIT経験を糧

に、外部委託では実現しにくかった現場の声を素早く形

にできることに大きなやりがい

を感じています。これからも挑戦

を続け、内製開発の力でお客さま

と営業店に寄り添い、AI・デジタ

ルの可能性を広げていきます。

IT戦略部　植田 悠斗

IT戦略部長　飯尾 晶

IT戦略部　厚海 悠貴

VOICE

営業店支援の徹底

 営業店を徹底的に支援するための本部組織の最適化

営業店支援態勢の確立と中計施策の着実な実行に向け、2026年7月に本部機構の改正を実施しました。各
部署が新たな使命を担い、グループ全体で営業店支援に取り組むことで、本中期経営計画の目標達成と10年
ビジョンの実現につなげていきます。

営業部門
●  お客さま価値向上の強化

法人・個人コンサルティング機能を再編しました。ビジネスコンサル
ティング部は法人のお客さまの経営課題の解決に向けたコンサルティ
ング機能を、ファイナンシャルアドバイザー部は個人のお客さまの資
産運用・承継ニーズ等に対するコンサルティング機能をそれぞれ担い
ます。営業統括部が営業推進全般を統括し、営業店と緊密に連携する
ことで、地域・お客さま価値の向上に向けた取組みを強化していきます。

地域部門
●  地域活性化貢献の強化

地域イノベーション部を地域創生部に改称し、地域貢献と新規事
業創出に向けた取組みをより一層強化するとともに、地方公共団
体・大学・当行グループ会社との連携を深めていきます。

融資審査部門
●  事業者支援の強化

審査部を融資支援部に改称し、これまでの審査機能にとどまら
ず、営業店と一体となった法人のお客さまの事業の成長・経営改善
支援を強化していきます。 

人事部門
●  人的資本経営の強化

人事部をヒューマンリソース部に改称し、人財開発・育成や多様
な価値観を受け入れる環境整備をはじめとする人的資本経営を強
化していきます。

IT部門
●  AI・デジタル活用の強化

システム部をIT戦略部に改称し、グループ全体のIT支援態勢を構
築するとともに、AI・デジタルの活用強化を推進していきます。

 グループ全体のAI・デジタルの活用

中期経営計画2026において「グループ全体のAI・デジタルの活用」を推進することにより、全社的な生産
性向上の加速を目指しています。IT人財の育成と内製力の強化を両輪に、生成AIの活用環境整備を積極的に
推進し、RPA×AIによる定型業務の効率化や、営業活動支援・審査業務支援・顧客対応支援など幅広い業務へ
のAI展開を図っていきます。また、データ利活用基盤の構築を通じて意思決定の迅速化・高度化につなげ、
データドリブン経営の実現を目指します。

グループ全体の営業店支援態勢の確立

生産性向上の加速

ファイナンシャル
アドバイザー部

営業統括部

ビジネス
コンサルティング部

コンサル
ティング部

地域創生部地域
イノベーション部

融資支援部審査部

ヒューマン
リソース部人事部

IT戦略部システム部

AI活用による生産性の向上
AIを活用し、高効率・高付加価値の業務運営態勢を確立

営業店

事務・管理

営業 企画

本 部

データドリブン経営の実現
データ利活用基盤を構築し、データドリブン経営を実現

STEP1

データ収集

STEP2

データの
可視化

STEP3

データ分析

STEP4

アクション
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融資支援部長メッセージ

　融資支援部は、融資業務改革への取組みにより、営業店の事務量削減・業務効率化を

さらに加速させ、営業店におけるお客さまとの接点強化と地域・お客さま価値の向上

に向けた活動を徹底的に支援していきます。これらの改革を通じて、営業店と連携し

た事業者の成長支援を強化するための態勢整備も積極的に推進します。

融資支援部長　子安 克彦

 全社オペレーション変革2.0

 融資業務改革

前中計期間に整備した融資業務本部集中と融資取引サービス（電子契約サービス）の全店配備について、本
中計期間において機能の浸透・定着を図り、営業店融資事務の削減と非対面チャネルの有効活用による生産
性向上を加速させていきます。また、不動産担保評価業務のシステム移行による業務の電子化・自動化を促
進し、融資業務の効率化をさらに加速させていきます。加えて、融資審査や信用リスク管理等あらゆる分野
でのAI活用の可能性を検討し、営業店・本部の生産性向上を促進していきます。

 営業店内務事務改革

インターネットバンキングの推進によるお客さまの利便性向上や手続きの自動化を進めるとともに、店頭
タブレットの機能向上などによる事務の簡素化に取り組んでいます。また、各営業店の帳票類を本部に送付
し集中処理を行うことや、営業店と本部を即時にデータ連携できる専用システムを通じて、本部専門部署に
より店頭事務を代行できる仕組みのさらなる高度化を推進しています。こうした施策を通じて、事務に費や
す時間を可能な限り縮減し、営業店の行員がお客さまのお役に立てる時間をより多く確保していきます。

 地場産業への取組み強化による地域貢献

地域資源や産業の特性・課題を深く理解しながら、金融支援にとどまらない多面的なサポートを強化しま
す。地方公共団体が策定する計画への積極的な関与や四銀地域経済研究所と連携したシンクタンク機能の活
用による地域金融力の向上などを通じて、地域産業の競争力向上と雇用の維持・創出に貢献していきます。

 新規事業創出への積極的な関与

地域経済の持続的な成長には、既存産業の発展に加え、新た
な産業・事業の芽を育てることが不可欠です。当行は、地方公
共団体・大学・しぎんキャピタルパートナーズとの産学官金ネッ
トワークを最大限に活用し、新規事業創出のあらゆる段階に積
極的に関与します。新たなビジネスモデルの構築を後押しする
ことで、地域に新しい活力と雇用を生み出していきます。

地域の発展と企業価値の向上

お客さまと向き合う時間を増強

前中期経営計画の取組み

本中期経営計画の取組み

前
中
計
期
間

本
中
計
期
間

全社オペレーション変革1.0
営業店内務事務・融資業務の本部集中を開始

本部集中の全店展開完了
全社オペレーション変革2.0

更なる業務改善の展開・実施

事務部門から営業部門へ段階的に人員をシフト

地域課題の解決に向け、地域金融機関としての役割を果たすため、四銀スタイルを発揮し、地域の発展と
企業価値の向上、豊かな暮らしの実現に貢献していきます。

戦略目標  Ⅲ　四銀スタイルの発揮

中期経営計画2026

地域創生部長メッセージ

　地域の皆さまとともに歩む四国銀行の使命を胸に、地場産業の発展と新たな事業創

出に全力で取り組んでいきます。高知県産業振興計画への積極的な関与や産学官金

ネットワークの活用を通じて地域金融力を高め、地域に根ざした金融機関として、企

業の挑戦を支え、四国の未来を切り拓く「共創のパートナー」として貢献します。

地域創生部長　和田 晃知

地域と産業に対するプレゼンス向上

地域発の創業・スタートアップ支援の強化

地方公共団体 大学

地域活性化への貢献

接点強化  リレーション
地域ネットワークをより一層強化する

地域コンサルティング
地域金融力の発揮により地域課題を解決する
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 営業の型化によるリレーション強化

中期経営計画2026において、高いレベルで均質化された人財力に
よるリレーション構築を目指し、「営業の型化」に取り組んでいます。
営業の型化とは、営業活動における目標設定・仮説立案・ニーズの把
握・提案・分析フォローというPDCAサイクルの標準化・構造化を図り、
属人的なスキルに依存しない再現性の高い営業スタイルを確立する
ことで、行員一人ひとりが均質化された高いレベルのコンサルティン
グを提供できる態勢を整備するものです。こうした「営業の型化」と

「四銀スタイルの発揮」を一体的に推進することで、お客さまとの強固
な信頼関係の構築を目指します。

 ビジネスコンサルティングの高度化

事業者を取り巻く環境が目まぐるしく変化するなか、「マーケットの縮小」「物価の高騰」「後継者不在・人
手不足」など、お客さまの経営課題は急速に複雑化・多様化しています。お客さまとの深度のある対話を通じ
て課題を丁寧に汲み取るとともに、事業承継・M＆A、海外関連支援、人事・DX・CN、経営改善支援など多彩
なメニューを駆使し、営業店・本部・グ
ループ会社が三位一体となった「グルー
プ一体コンサルティング」を提供するこ
とで、「ビジネスコンサルティングの高度
化」を通じた課題解決を実現します。お客
さま起点の活動を実践し、企業価値向上
に貢献するとともに、真の経営パートナー
としての地位確立を目指します。

 ポートフォリオを意識したお客さまの総資産の拡大

当行では、お客さまの多様な資産形成および資産運用ニーズにお応えするため、幅広い商品とサービス、コ
ンサルティングを提供してきました。また、大和証券との包括的業務提携により、高度な資産運用サービス
を提供する態勢を整備しました。中期経営計画2026では、より一層お客さま本位の業務運営を徹底すると
ともに、お客さまの豊かな暮らしの実現に向けて、ポートフォリオを意識したソリューションをトータルで
提供する「総資産コンサルティング」を実践します。

 ライフステージに応じた金融を基盤としたサービスの提供

給与振込・年金受取等の家計取引を起点に、預金の預入れや個人ローンのご利用はもとより、資産形成ニー
ズにはNISA・投資信託等を、保障・相続対策ニーズには保険商品や資産承継コンサルティングをご提案して
います。今後も、地域に根差した信頼できるパートナーとして、お客さま一人ひとりのライフステージに応
じたきめ細やかな金融サービスの提供に努めていきます。

ビジネスコンサルティング部長メッセージ

　お客さまを起点に、営業店と緊密に連携しながら高度なコンサルティング力を発揮

していきます。事業承継・M&A、カーボンニュートラル、海外ビジネス支援など多彩

なソリューションをグループ一体で提供することで、複雑化・多様化するお客さまの

経営課題の解決に取り組み、地域企業の持続的な成長と企業価値の向上に貢献します。

ビジネスコンサルティング部長　仁木 亨

経営パートナーとしての地位確立

価値創造を実現する戦略 

本部

営業店

大和証券

高度かつ専門的な
資産運用サービスに
加えて、相続・資産
承継などのソリュー
ション提案等を提供

金融サービスおよび
長期的な資産運用
提案を通じて、お客さ
まの資産形成・管理
をサポート

高度かつ専門的な
資産運用サービスを
提供

ローン

純資産

預金

マイホーム
マイカー

保険

証券

豊かな暮らしの実現

生活の質向上のための総資産コンサルティング

豊かな暮らしの実現

接点強化  リレーション
「相談しよう」と思っていただける関係を構築する

個人コンサルティング
お客さまとの対話を通じて理解を深め課題を解決する

企業価値の向上

接点強化  リレーション
高いレベルで均質化された人財力で信頼関係を構築する

ビジネスコンサルティング
お客さまとの対話を通じて理解を深め課題を解決する

再現性の向上

営業の型化とは

均質化 定着

構造化 浸透

属人的なスキル

　お客さま起点の活動を実践

グループ一体コンサルティング
事業承継・

M&A

経営改善
支援

各種BM

リース

人事・CN・
DX

保 険

補助金支援

不動産

海外関連
支援

ファンド
高度金融

資産形成・資産運用 次世代へ

0～10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代

資産承継コンサルティング
資産運用支援

資産形成支援

etc.
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価値創造を実現する戦略 

中期経営計画2026

戦略目標Ⅰ～Ⅲに加えて、収益性や効率性の向上、リスク管理態勢の高度化などに取り組むことで、当行の
企業価値を向上させ、10年ビジョンが実現できる経営基盤を構築することを目指していきます。

 資本コストを意識したROEの実現

資本コストを意識したROEの実現に向け、10年ビジョン実現の最
終年度にあたる2032年度は、ROE8％以上を目指すべき指標として
掲げています。本中期経営計画の最終年度である2028年度には当
期純利益120億円以上、ROE6%以上を目標に、戦略目標Ⅰ～Ⅲの各
施策を着実に実行するとともに、バランスシートの最適化と資本効
率性の向上を図り、持続可能な収益構造の構築を目指していきます。 

当行の企業価値の向上への取組みを通じて、すべてのステークホ
ルダーの価値向上につなげるべく、引き続き資本コストや株価を意
識した経営の実現に努めます。

 預貸金ビジネスの強化

当行の最大の強みである高知・徳島を基盤とした広域店舗網を活かし、「地域戦略」に応じた預貸金ビジネ
スの強化に取り組んでいます。

預金ビジネスにおいては、対面でのきめ細やかなサポートに加え、四国銀行アプリやビジネスポータルな
どのデジタルチャネルの機能拡充を進め、お客さまとの取
引基盤を強化することで、安定した預金基盤を構築します。

融資ビジネスにおいては、お客さまの事業内容や経営課
題を深く理解したうえで、個々のお客さまの状況に応じた
最適なコンサルティングを提供しています。特に、事業の
成長や承継など、お客さまの将来を見据えた長期的な視点
での支援に注力していきます。

引き続き、お客さまにより質の高い金融サービスを提供
することで、収益性の高い持続的な経営基盤の構築を目指
していきます。

 非金利収益の強化

経営者の高齢化や後継者不足といった課題に対応するため、中期経営計画3カ年において事業承継・M&A
支援件数6,000件という目標を掲げ、本部に専門人財を配置し、提案から成約後のフォローアップまで一気
通貫したサービスを提供します。経営者・オーナーへの資産運用や相続対策のご提案にも積極的に取り組み、
非金利収益の強化と地域経済の持続的発展に貢献していきます。

また、個人コンサルティング機能の発揮により、お客さま一人ひとりのライフステージや資産状況を丁寧に把握
したうえで、NISAや投信積立等による「長期・積立・分散投資」での資産形成や、保険・相続関連サービスによる
保障・相続対策をご提案していきます。お客さまの最善の利益を追求するこうした取組みを通じて、資産形成層
から高齢者層まで幅広いお客さまとの長期的な信頼関係を築き、安定的な非金利収益の拡大につなげていきます。

 シップファイナンス・高度金融への取組み

高度金融領域では、LBOローンを中心に前中期経営計画期間中に一定の残高を積み上げることができまし
た。特に審査部（現、融資支援部）の態勢整備・強化を進めたことで、与信管理部門とフロント部門の連携が
強化され、与信判断の高度化につながりました。

本中期経営計画では、シップファイナンスの2線態勢強化に向け、人員増強を進めていきます。LBOローン
で培った高度金融領域の知見をシップファイナンスにも展開することで、審査態勢のさらなる高度化を図り
ます。また、高度金融領域の知見を蓄積・深化させ、その成果を地域へ還元することで、お客さまの課題解決
に貢献していきます。こうした取組みを通じて、リスクを適切にコントロールしながらポートフォリオの質
を高め、良質な案件の積み上げを図っていきます。

 有価証券運用のリスク・リターンの最適化

安定的な財務・経営基盤の構築に向けて、有価証券運用を担う人財の育成に努めるとともに、有価証券ポー
トフォリオにおけるリスクと収益バランスの最適化を図りながら、収益力の向上を目指します。 

◯ �償還再投資を中心とした円債投資への回帰

◯ �インフレ環境、債券との相関性を考慮した株式投資

◯ �銀行全体のバランスシートを意識し、流動性の高い投資対象への投資を実施

 グループ一体での収益力の強化

グループ会社との連携を強化し、銀行単体にとどまらないグループ一
体でのコンサルティング機能の発揮を目指しています。

リース・保険・保証・シンクタンク・キャピタルなど、各グループ会社
が持つ専門機能を最大限に活用しながら、お客さまの多様なニーズに応
える総合的なコンサルティングを提供します。また、人財育成や人事交
流を通じたグループ間の連携機能強化とともに、各グループ会社におけ
る中期経営計画の策定・実施を推進することで、グループ全体の収益力
向上と企業価値の拡大を図っていきます。

戦略目標  Ⅳ　当行の企業価値の向上

目指すべき指標

収益性の向上

●「資本コストを意識したROEの実現」の詳細については10ページをご覧ください

次期中期経営計画～
資本コストを意識したROEの実現

ROE 8％以上

本中期経営計画
2028年度目標　ROE 6％以上

リース 保険

保証銀行システム

キャピタルシンク
タンク



 ROA・RORAを踏まえた業務運営で資本効率性を向上

当行は、ROA・RORAを踏まえた業務運営により、資本効率性の向上を図っています。高知・徳島を基盤と
した広域店舗網を最大限に活用するとともに、市場成長性や取引先ネットワークを踏まえ、阪神エリアにお
ける法人営業人員の拡充をはじめ、各地域の特性に応じた預貸金ビジネスの強化を推進し、利鞘の拡大につ
なげています。事業部門別では、中小企業向け貸出金については、地域経済を支える地元中小企業からの資
金需要に応えながら、量から質へのシフトを進め、採算性の向上を図ります。有価証券運用では、円債投資へ
の本格回帰を通じて収益性の向上を目指します。高度金融・シップファイナンスでは、これまで以上にリス
クも踏まえた採算性を意識して取組みを継続していきます。

 株主還元方針

適正な内部留保により財務基盤の強化を図るとともに、株主還元方針を変更し連結配当性向目標を40％以
上とします。また、持続的な企業価値の向上を目指し、ステークホルダーとの対話充実に努めていきます。

 キャピタルアロケーション

安定的な収益を確保しながら、貸出金・有価証券・その他事業への投資と株主還元を適切に配分することで、
ROE向上に向けて資本を有効活用していきます。

 政策保有株式の縮減

計画的な縮減を進め、2028年度末までに連結純資産比率15％未満の達成を目指します。縮減により資本
効率の改善を図り、企業価値の向上につなげていきます。

地域・お客さま価値の向上のために四銀スタイルを発揮し、10年ビジョンの実現を可能とする経営基盤を
構築します。

 リスク管理態勢とマネー・ローンダリング対策の強化

信用リスク・市場リスク・非財務リスク等、リスクカテゴリーごとの管理態勢の高度化を図るとともに、そ
れらを横断的に管理する統合的なリスク管理態勢を整備・構築していきます。統合ストレステストの充実等
により有効性向上を図るほか、南海トラフ地震への対策強化など事業継続態勢（BCP）の高度化にも取り組
んでいきます。

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策（拡散金融対策、経済制裁対応、金融犯罪防止対策を含む）
においては、有効性検証計画に基づく有効性の確保やDX・AI活用によるシステムモニタリングの充実など、
態勢の高度化に取り組んでいきます。また、警察連携や３線防衛をベースとした組織的な取組み水準の向上
により、金融犯罪対策の強化と組織全体への浸透を図っていきます。

リスク管理態勢の高度化
◯ �統合的なリスク管理態勢の高度化

◯ �事業継続態勢（BCP）の高度化

マネロン・金融犯罪対策の有効性確保
◯ ��AML/CFT対策の有効性検証と態勢高度化

◯ ��金融犯罪対策の強化

資本効率性の向上

株主価値の向上

経営基盤の強化に向けた指標

リスク管理態勢の強化
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価値創造を実現する戦略 

 サイバーセキュリティ対策の強化

金融機関を取り巻くサイバーセキュリティリスクは一層深刻さを
増しています。当行では、サイバーセキュリティ対策を経営上の最
重要課題の一つと位置付け、対応強化を計画的に推進しています。
具体的には、業務委託先（サードパーティ）および関連子会社を含む
グループ全体のセキュリティガバナンス強化や継続的な訓練・演習
を通じたインシデント対応能力の維持・向上を図るとともに、AIを
悪用した高度な攻撃への対策強化や量子コンピュータの実用化を見
据えた耐量子暗号への計画的な移行など、中長期的な視点に立った
サイバーセキュリティ対策を積極的に推進していきます。

復旧

対応

識別

防御

検知

●リスク管理の詳細については69ページをご覧ください

●「株主価値の向上」の詳細については11ページをご覧ください

項　目 2028年度目標

戦
略
目
標
Ⅰ

エンゲージメントサーベイ AA以上

戦略に応じた人員配置 累計
100人以上

戦
略
目
標
Ⅱ

有効面談数の増加 2025年度比
130％以上

四銀アプリ利用登録者数 22万人以上

AI活用による業務生産性の
向上率 130%以上

項　目 2028年度目標

戦
略
目
標
Ⅲ

地域課題の解決に資する
プロジェクト支援件数

累計
5件以上

新規事業創出支援件数 累計
120件以上

事業承継・M＆A支援件数 累計
6,000件以上

ビジネスマッチング
成約件数

累計
2,000件以上

預金＋預り資産残高 3兆9,000億円
以上

事業部門別ROA・RORA

RORA

R
O

A

有価証券
運用中小企業

融資

シップファイナンス
＋高度金融

大中堅企業融資

個人融資

地公体融資

※円の大きさは利益額を示しています

地域別ROA・RORA

RORA

R
O

A

高知
徳島

阪神

香川

愛媛

東京

今治

中国

※円の大きさは利益額を示しています
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Q「人的資本の強化」を戦略目標に掲げた 
背景と狙いを教えてください。

岡　新たにスタートした中期経営計画2026では、
戦略目標Ⅰとして「人的資本の強化」を掲げていま
す。人的資本の強化は他の戦略目標の実現を支える
基盤であり、その取組みを着実に進めるためには、
人財育成や人事制度、職場環境などを一体的に整備
し、一人ひとりが能力を最大限に発揮できる環境を
整備することが重要です。
公文　当行を取り巻く環境は、金利ある世界への移
行、デジタル化・AIの急速な進展、人口減少、産業構
造の転換など、大きく変化しています。このような
なか、お客さまに価値を提供し、地域の発展に貢献
し続けるためには、「Just Like Family！」な人財力
をベースとして、専門的なコンサルティング能力を
発揮する「四銀スタイル」を体現できる人財を育成
することが不可欠です。

財」「地域とお客さまの課題解決に向けて、適所適材
で四銀スタイルを実践する人財」の育成に向けて、
新たな人財開発・育成プログラム「Change2026」
を策定しました。「Change2026」では、「WILL・
CAN・MUST」「経験学習サイクル」を基本の考え
方としています。「WILL」を持ち、自身のキャリア
パスを描くことで自律的な学びにつなげ、現場での
実務経験をベースとして着実な成長の実現を目指し
ます。

公文　「戦略に応じた
人員配置と制度・体系
の見直し」も、中期経営
計画2026の中核をな
す取組みです。「全社
オペレーション変革
2.0」として、前中期経
営計画に引き続き、融
資業務と営業店内事務
を本部へ集中する取組

みをさらに加速させるとともに、AIの積極的な活用
によって業務のさらなる生産性の向上を図ります。
そして、それによって捻出した人員を、コンサルティ
ングや地域課題の解決に携わる人員へと段階的にシ
フトしていきます。指標として、3年間で累計100
名の戦略的な人員配置を実現することを掲げまし
た。営業店の行員が地域・お客さまとの対話と提案
活動に、より多くの時間を使えるように、銀行全体
の仕組みを変えていきます。
岡　人事制度については改正から3年が経過しまし
たが、人員構成の偏りや、価値観の多様化などに伴
い課題が出てきています。役割・スキル・難易度に
応じた処遇の実現、キャリア開発と各種戦略を一体
運用できる体制を整備することで、組織全体の活力
を高めていきます。

また、「DE&Iの浸透」は、イノベーションの創出
や、企業の競争力・生産性の向上につながるもので
す。女性活躍推進やキャリア採用、障がい者雇用、
LGBTQ+への対応などを通じて、多様な価値観を尊
重し合い、誰もが安心して働ける環境を創ることが、
組織全体の力を高めていくベースになると考えてい
ます。そして、「健康経営の促進」に向けては、健康

岡　2026年7月より、部署の名称を「人事部」から
「ヒューマンリソース部」へ変更しました。部の名称
を「ヒューマンリソース（人的資源）」とした背景に
は、従来の「人事＝管理」ではなく、人財を経営の重
要な資本と捉え、経営戦略と一体となって「自律的
な学び・成長ができる組織」を目指すという想いを
込めています。

Q 人事制度や人員配置、職場環境の見直しに 
向けた取組みについて教えてください。

岡　これまでの課題として、目の前の業績や業務運
営が優先され、中長期的なビジョンでの育成やキャ
リア形成が後回しになっていたこと、また、ありた
い姿を描き、その実現に向けて成長していくために
必要な「WILL」が希薄であることが挙げられます。
このような状況を踏まえ、「自律的なキャリア形成
意識を持ち、ありたい姿の実現に向けて自ら学ぶ人

でいきいきと働くことができる職場環境を作り、
ウェルビーイングを実現することで、生産性の向上
や企業価値の向上、地域社会の発展につなげること
を目指します。これまで以上に経営層の関与を高め
るとともに、部店長を健康経営推進担当者に任命し
て従業者への浸透に注力していきます。また、所定
外労働時間の削減や勤務間インターバルの確保によ
り、ワークライフバランスの充実、健康の維持増進
を図っていきます。

Q 10年ビジョンの実現に向けて、経営戦略と 
人財戦略をどのように推進していきますか。

公文　どれほど優れた経営戦略を描いても、それを
実行するのは人です。逆に、優秀な人財がいても、
明確な戦略と方向性がなければ、その力は十分に発
揮されません。経営戦略と人財戦略は、まさに車の
両輪であり、当行の方針と行員のキャリア開発・育
成を一体的に運用する態勢の構築が欠かせません。
ヒューマンリソース部と総合企画部の連携はもとよ
り、本部各部や営業店とも連携しながら、取組みを
進めていく必要があります。
「銀行が求める人財」と「行員が目指すキャリア」

が有機的に連動し、行員が自分の業務に誇りと意義
を感じながら、自律的に学び、成長していくことに
より、地域とお客さま
の価値を向上し、当行
の10年ビジョンの実
現へとつながっていく
好循環を生み出してい
きたいと思います。
岡　人財戦略は経営戦
略 と 紐 づ い て お り、
ヒューマンリソース部
には、戦略の実現に必
要な人財を開発・育成していくことが求められます。
自律的な学びは、あらゆる可能性を広げ、個人と組
織の成長につながります。人的資本強化に取り組む
ことの意義を銀行全体にしっかりと伝え、ありたい
姿の実現に向け、本部・営業店が一体となって取り
組んでいきます。

10年ビジョンの実現へ、
自律的に学び、成長していく組織へ変革

人的資本インタビュー

ヒューマンリソース部長

岡 奈緒子
総合企画部長

公文 誠之

人的資本・人財力の強化
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 2025年度の取組み

経営職層のマネジメント強化
急速かつ急激な環境変化に対し、柔軟に対応していくため

にはマネジメントを担う経営職層のスキルアップが急務と
なっています。2025年度は経営職層を対象とする新たな研
修に取り組みました。
「経営幹部養成講座」においては他流試合の考え方を取り

入れ、リーダーシップや組織開発のスキルを高める公開講座
に派遣し、異業種他社の経営幹部から貴重なフィードバック
を得ました。その他にもモチベーション向上と経営スキル
習得を目的とした「女性経営職講座」、マネジメントの振り返りとアップデートを目的とした「支店長講座」な
どを実施しています。

全国地方銀行協会主催の研修への派遣
対面形式での階層別研修、業務研修・トレーニー等に加え、全国地方銀行

協会主催の行外研修への積極的な派遣を継続しています。全国各地から集
まる他行行員との交流は視野を広げ、自行の地域特性への理解や地方創生
の学びにもつながっています。

資格試験の取得・合格推進
お客さまの関心が高いDXや脱炭素に関する

ニーズ把握や課題解決提案のため、2025年度
も引き続き資格取得・検定試験の合格を推進し
ました。2026年3月末時点でDX関連資格・試
験の合格者は1,002名、脱炭素アドバイザー
ベーシックの合格者は797名に増加しています。

当行では、地域・お客さまの課題解決に貢献できる専門性を身につけるため、人財開発・育成プログラムに
基づいた学びの機会創出に取り組んでいます。多様な従業者一人ひとりが強みや適性を活かし、自ら成長で
きる環境を整備するこ
とで人的資本の強化を
推進しています。2025
年 度 も 人 財 育 成 投 資
額・研修時間ともに前
年度比で伸長し、今後
も人財育成への投資を
拡充していきます。

 人財開発・育成プログラムの改定

新たな人財開発・育成体系「Change2026」
急激な環境変化に柔軟に対応し、地域・お客さま

の価値向上に貢献する人財創出のため、人財開発・
育成プログラムを抜本的に見直し、人財開発・育成
体系「Change2026」を策定しました。

キャリア開発の考え方を改めて明確にし、従業者
一人ひとりの成長意欲を引き出すとともに、当行が
掲げる10年ビジョンの実現に向けた人財開発・育成
に取り組んでいきます。

基本的な考え方
●  WILL・CAN・MUST

育成・成長をWILL（欲求）・CAN（知識スキル・能力）・
MUST（期待役割）の3要素で捉え、それらが重なり合う
領域を理想的な育成・成長とする考え方です。

成長の原動力はWILLにあるとの考えに基づき、キャリ
ア開発を重視します。

●  経験学習サイクル

実践経験をベースに、内省（振り返り）と概念化（教訓
の言語化）、そして実践を繰り返すことで効果的に成長す
るサイクルです。実践経験がベースとなることから、育
成の軸は現場におけるOJTであることを明確にし、Off-
JTや自己啓発をOJTに接続することで成長を促します。

「Change2026」の体系
「Change2026」は現場でのOJTおよびキャリア開発、

本部のOff-JTおよび自己啓発で構成されます。
現場では行員一人ひとりがキャリアビジョンを描き、

上席はOJTに関連付けながら主体的な経験学習サイクル
による成長を促します。本部では研修によるキャリア教
育、スキル開発や内省の機会創出、OJTへの接続ツールを
通じてサポートします。また、豊富な自己啓発メニュー
を提供することにより、主体的な学びを支援していきま
す。

人財開発・育成強化

76.8

140
110.2100.1

2023年度 2026年度
目標

2025年度2024年度

人財育成投資額 （単位 :百万円）

48.2
54.353.953.2

2023年度 2026年度
目標

2025年度2024年度

研修時間（１人あたり） （単位 :時間）

28

63

38

2023年度 2025年度2024年度

地銀協講座への派遣 （単位 :人）

292

1,002976

2023年度 2025年度2024年度

674
797751

2023年度 2025年度2024年度

DX関連 脱炭素アドバイザーベーシック

資格取得者（累計） （単位 :人）

人財開発・育成方針

当行は

● 自律的なキャリア形成意識を持ち、 
ありたい姿の実現に向けて自ら学ぶ人財

● 地域とお客さまの課題解決に向けて、 
適所適材で四銀スタイルを実践する人財

 の開発・育成に取り組みます

CAN
（できる）

MUST
（べき）

WILL
（たい）

中長期的な
育成（組織）・
成長（個人）

業務達成目的の
育成（組織）・
成長（個人）

理想の
育成（組織）・
成長（個人）

1経験

3概念化

2内省4実験

職場実践による経験職場実践による経験
教訓から得た仮説を

実践する
教訓から得た仮説を

実践する

振り返る振り返る教訓を明らかにする教訓を明らかにする

キャリア開発OJT 関連

自己啓発Off-JT
本部

営業店

支援

人財開発・育成体系図
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価値創造を実現する戦略

キャリアシート
対象者 行員層（役席層以上は任意） ありたい姿・現状分析（知識・スキル・スタンス）・課題対応

策を言語化時期 3月・9月

キャリア面談
対象者 行員層と担当役席 1on1形式で実施するキャリア面談。キャリアシートに基づ

き、部下行員のキャリアビジョン実現に向けた支援の場時期 3月・9月

 自ら挑戦する風土・成長できる環境の整備

人財開発・育成方針に掲げる「自律的なキャリア形成意識を持ち、ありたい姿の実現に向けて自ら学ぶ人財」
を開発・育成するためには、従業者一人ひとりがキャリアビジョンを描き、現状とのギャップを明確にする仕
組みと、そのギャップ解消に向けて成長できる環境整備が必要です。

キャリア開発支援の強化
自律的な学びと成長意欲を引き出すため、キャリア開発支援を強化します。新たな人財開発・育成体系

「Change2026」においては、行員層のキャリアシート作成と半期に一度のキャリア面談を制度化しました。
行員層一人ひとりがキャリアビジョンを描き、自身の現状を振り返ることで課題を明確にし、成長意欲につ
なげます。キャリア面談は上席と部下行員が1on1形式で面談
を実施し、行員の描くキャリアビジョンを共有したうえで、実
現に向けた支援を行います。上席も自身のキャリアを振り返
り、今後を展望する機会とすることで、部下行員へのキャリア
パス提示などの支援につながるだけでなく、自身の成長にも
つなげることを目的としています。ヒューマンリソース部と
しては、キャリアに対する基本知識・面談スキルを習得する研
修の実施や、キャリアコンサルタントの配置等により、現場で
のキャリアに基づく成長支援を積極的にサポートします。

●  キャリア形成支援

自ら学ぶ意欲の支援
自律的なキャリア形成意識と持続的な成長のためには、自ら学ぶ意欲を充足する環境整備が不可欠です。

2026年度より従来の自己啓発メニューに加え、幅広い分野から学びを選択できる新たなeラーニングを導入
しました。また、資格・検定試験の基準を見直し、銀行員として必要な知識スキルを習得できる資格試験の必
須化や、職層にかかわらず新たな学びを促す内容に変更しました。

WILL
ありたい姿 CANの

成長

CAN
現状

MUST
期待役割

自ら学ぶGAP

GAP

区分 現行 改定後 引き上げ幅

大学卒 250,000円 270,000円 +20,000円

短大卒 230,000円 250,000円 +20,000円

概要 内容

割当株式の種類および数 普通株式52千株程度

割当価格 1株につき金2,826円

割当総額 148百万円程度

割当対象者 1,400名程度（行員および嘱託）

 役割・スキル・難易度に応じた処遇の実現

人財育成と公正処遇につながる制度・体系の構築
金利環境の変化やデジタル技術の進展など、銀行を取り巻く環

境が大きく変化するなか、人財戦略の重要性は一層高まっていま
す。当行が掲げる10年ビジョン「地域と産業を牽引するベスト＆
リライアブル カンパニー」の実現に向けて、これまで以上に多様
な個の力を組織の力へと昇華させ、環境変化に柔軟に対応できる
組織づくりに取り組んでいます。

当行では多様化する役割・スキル・人財像に応じた人財育成と公
正処遇につながる制度・体系を構築すべく、人事制度の改定に向け
た準備を進めています。現在、人事考課アンケートや人事部による支店訪問、本部・営業店からのヒアリング
などを通じて現行制度の課題を抽出しており、2027年4月の改定を予定しています。具体的には、役割・ス
キル・難易度に応じた処遇の実現に向け、人事諸制度や昇格基準および専門職コースの要件などの見直しを
図るとともに、広域店舗網を支える転居可能人財に報いるべく、総合職のインセンティブ強化策などを検討
していきます。今後も多様な人財が活躍できる環境づくりを通じて、当行の持続的な発展を実現します。

生産性の向上につながる給与体系の構築

●  ベースアップの実施および初任給の改定
昨今の消費者物価上昇等を鑑み、従業者がその個

性と能力を十分に発揮し、やりがい・働きがいを感
じながら活躍できる環境を整えることを目的とし
て、2026年7月にベースアップを実施したことに加
え、一時金を支給しました。ベースアップは4年連
続の実施となり、一時金の支給と合わせて定例給与
比4.2％程度引き上げました。なお、定期昇給と合
わせると、平均で5.0％程度の引き上げとなります。

また、少子化や労働需給の逼迫に伴う人財獲得競
争の激化が続くなか、広域店舗網を支える優秀な人
財確保を目的として、2027年度の新入行員より総
合職の初任給の引き上げを実施します。

●  譲渡制限付株式報酬制度の導入
従業者に対し、当行の企業価値の持続的な向上に

つながるインセンティブを与えるとともに、株主の
皆さまとのより一層の価値共有を進めていきます。
具体的には、エンゲージメントおよびファイナン
シャル・ウェルビーイングの向上を図ることを目的
とした人的資本投資として、譲渡制限付株式報酬制
度の導入を決定しました。

今後も人財育成や働きやすい職場環境の整備な
ど、人的資本への投資を積極的に行い、サービスの
質やコンサルティング力の向上に努めていきます。

戦略に応じた人員配置と制度・体系の見直し

採用

評価

育成配置

※ 従業員組合との合意を前提としています。

E-JINZAI for Finance
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 多様な価値観を受け入れる環境の整備

DE&Iの理解促進
当行では、「DE&I推進方針」を策定し、人事部内に「DE&I推進グループ」を設置するとともに、各部店に

DE&I推進担当者を任命することで、銀行全体でDE&Iを推進する態勢を構築しています。多様な人財の活躍
支援や各種両立支援制度の拡充・浸透など、すべての従業者が多様な価値観を尊重し合い、誰もが安心してい
きいきと働ける職場環境の整備に取り組んでいます。

当行では、健康経営推進方針の策定と推進体制の再構築を通じて、従業者の活力や生産性向上による組織
の活性化、企業価値の向上に取り組んでいます。健康経営推進担当者の任命により、健康経営の浸透と地域
社会への取組みの輪を広げていきます。今後も従業者の健康と働きがいを大切にしながら、人的資本の価値
を高め、企業の持続的な成長を目指していきます。

 心身の健康保持・増進と仕事の両立支援

エンゲージメントサーベイの向上
　エンゲージメントサーベイ導入以降、組織状態は着実
に改善しており、エンゲージメントスコアは過去最高の

「60.7」を記録し、レーティングも「A」を維持していま
す。2028年度の目標として「AA」以上を掲げ、引き続き
従業者エンゲージメントの向上に取り組んでいきます。

しぎんスポーツフェスタ2025
　「全社的な連帯感」向上に向けた取組みとして、四国銀行グルー
プが一体となった「しぎんスポーツフェスタ2025」を開催しまし
た。従業者や家族を含む800名超が参加し、全10種目で熱戦が繰
り広げられました。競技や体力測定、ストレッチ指導なども実施
し、コミュニケーションの活性化や健康意識向上につながる有意
義な機会となりました。

労働時間改革の実施
　有給休暇取得日数については、計画的な休暇取得の促進等により、年間14日以上の2025年度目標を達成
しました。所定外労働時間については、KPIに掲げる2022年度比において増加する結果となりました。勤務
間インターバルの徹底や「毎週水曜日の早帰り」「アフター6運動（通称：アフロ）」などを通じて、従業者が自
己実現や家族との時間、地
域活動などに積極的に取
り組める環境づくりを強
化していきます。

LGBTQ+への対応
　性的マイノリティへの理解促進と、誰もが安心して働ける職場環境の整備に向け、人事部・役員向けの勉強
会を実施しました。今後は、すべての従業者を対象とした研修の実施など、取組みを順次拡充していきます。

多様な人財の活躍推進
●  女性活躍推進
　さまざまな業務にチャレンジし、自ら活躍の場を広げる意欲を持った女性を積極的に登用しています。審
査・企画・コンサルティング業務を見据えた本部配属や行外トレーニー派遣、女性法人営業担当育成研修など、
女性の職域拡大と人財育成を継続的に推進してきました。中期経営計画2026では「監督職以上に占める女
性比率33％以上」（2029年3月末）を目標に掲
げ、女性行員の育成を進めていきます。あわせ
て、能力と実績を正当に評価する仕組みを整
備し、多様な人財が活躍できる組織づくりを
推進します。

育児・介護に関する各種制度利用率の改善
　女性活躍のさらなる推進には、職場全体で育児をサポートする環境づくりが不可欠です。当行では、性別を
問わずすべての従業者が育児に参画できる環境を整備するため、「男性育休100％宣言」の実施やトップメッ
セージの配信等を通じて、気兼ねなく育休を取得できる企業文化の醸成に努めています。これからも多様な価
値観や経験を持つ従業
者が互いを認め合い、
個々の能力を最大限発
揮できる職場づくりに
取り組んでいきます。

DE&Iの浸透 健康経営の促進

DE&I推進方針

従業者一人ひとりが多様な価値観を尊重し、誰もが安心していきいきと働き続ける職場環境を整備
することで、ウェルビーイングの実現と組織の活性化をはかる。
多様な人財が、その知識・経験・能力を最大限に発揮し、質の高い金融サービスを提供することで、
お客さま・地域社会の持続的な発展に貢献する。

健康経営推進方針

多様な人財がいきいきと働き続けられる職場環境を整備するとともに、一人ひとりが主体的に取組む
ことができる健康風土を醸成し、従業者が能力を最大限発揮することで、労働生産性の向上、企業 
価値向上につなげていく。
地域金融機関である当行の持続的な成長には、地域社会の維持・発展が重要であり、健康経営の輪
を広げる取組みを行うことで、健康で活力ある地域社会の実現に貢献する。

2023年度 2024年度 2025年度

管理職以上に占める女性比率 11.1％ 11.4％ 11.8％

監督職以上に占める女性比率 28.3％ 29.9％ 31.3％

男性育児休職 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

取得人数 1人 6人 17人 4人 11人 10人 30人

取得率 5% 15% 63％ 15% 48% 50% 107%

平均取得日数 1.0日 2.2日 2.8日 7.3日 26.1日 10.9日 28.5日

55.0 60.758.6 58.2 59.9

2023年10月 2024年11月 2025年5月 2025年11月2024年5月

BBB A A A A

エンゲージメントスコアの推移

2024年度 2025年度 2026年度KPI

有給休暇取得日数※1 15.3日 16日 16日

所定外労働時間 0.83時間増加※2 1.48時間増加※2 0.5時間短縮※3

※1 特別休暇含む　　※2 2022年度⽐1人あたり月平均　　※3 2025年度比1人あたり月平均



野球部監督　亀岡 洋介

主な戦績

1979年 社会人野球日本選手権大会
（日本選手権）
初出場・初勝利 対 仙台鉄道

1988年 日本選手権ベスト4進出

2007年 都市対抗野球大会
初勝利 対 岩手赤べこ野球軍団

2007年 日本選手権ベスト8 

2010年 日本選手権2回戦進出

2020年 都市対抗野球大会ベスト8 

2024年 都市対抗野球大会出場 

2025年 日本選手権出場

　当行野球部は1929年の創部以降、野球を通じた従業者の士
気高揚や一体感の醸成、地域の皆さまに明るい話題を提供する
ことを目的として、活動を続けています。また、部員がこれま
で培ってきた技術やノウハウを子どもたちに継承するため、野
球教室を開催するなど、地域スポーツの発展にも貢献していま
す。これからも、高知県内唯一の社会人野球チームとして、地
域貢献活動に積極的に取り組んでいきます。

地域のために活動する四国銀行「野球部」

高岡支店　山﨑 日和

　当行の昨年のテーマは「土佐の涼風（すずかぜ）」。涼風とは、夏の暑さを和らげる恵みの風、吉兆の風です。高知の夏に
そっと吹き抜けるような清々しく力強い演舞を目指し、チーム一同で練習を重ねてまいりました。本祭では一陣の風となり高知

　「四国銀行よさこい踊り子隊」は第1回のよさこい祭り
から、1年のお休みはあったものの、連続参加を続ける
老舗チームです。新入行員から取締役まで、さまざまな
世代が踊り子やスタッフとして参加し、普段の業務では
あまり関わることがない人々の交流の場となっていま
す。また、毎年10名ほどの行員が自主的に「踊り子リー
ダー」を務め、その多くは若手行員で構成されていま
す。年齢・職位に関係なく、全員が一丸となって取り組
むことが、行内のコミュニケーションの活発化やチーム
ワークの向上にもつながっており、人財育成にも役立っ
ています。これからも、地域の皆さまへの感謝を忘れ
ず、四国銀行らしいよさこいに挑戦し続けていきます。

四国銀行における
「よさこい」とは

SHIKOKU BANK
YOSAKOI  TEAM

Sustainability As One 2026

を盛り上げたいという想いのもと、精一杯の演舞を披露することができました。皆さまからの温かい
ご声援が、踊り子・スタッフ全員の大きな力となりました。
　私たちにとってよさこい祭りは、地域の皆さまとのつながりや会話が生まれるかけがえのない機会
です。よさこい祭りへの参加を通じて、高知の大切な文化を私たちらしく受け継ぐとともに、日ごろ
支えてくださる皆さまへの感謝の気持ちをお伝えできることを大変嬉しく思います。
　今年のよさこい祭りでも、踊り子・スタッフともに皆さまの夏を鮮やかに彩ります！ぜひ沿道から
の温かいご声援をよろしくお願いいたします！

　平素より当行野球部の活動に格別なご厚情を賜り、厚く御礼申し上げます。
昨年の都市対抗野球大会は地区予選敗退と大変悔しい結果となりましたが、
コーチ陣を含めた部員全員で取り組む姿勢から見直し、秋の日本選手権では代
表権を勝ち取ることができました。本戦ではトヨタ自動車に完敗を喫しました
が、皆さまの熱いご声援がいつも大きな励みとなっております。
　昨年は公式戦以外にも大きな出来事がございました。2025年10月に開催され
たプロ野球ドラフト会議において、川田悠慎選手が埼玉西武ライオンズから6位
指名を受けました。当行野球部からは、実に54年ぶりの指名となりました。
　私たち四国銀行野球部は「地域の皆さまや行員
から応援されるチーム」を意識して活動しておりま
す。本年度のチームスローガンである『全員力～全
員攻撃・全員守備～』を体現するとともに、日本選
手権の本戦出場を目指し、勝ち切れるチームとなれ
るよう精進してまいります。
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持続可能な地域社会への貢献
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持続可能な地域社会への貢献

四国銀⾏グループは、経営理念に基づき、地域、お客さま、従業者といったステークホルダーのさまざまな
課題の解決・ニーズへの対応に向けた積極的かつ誠実な取組みと環境保全への貢献を通じて、持続可能な地
域社会の実現に貢献するとともに、四国銀⾏グループの中⻑期的な企業価値の向上を目指します。

1 環境保全への貢献
自然豊かな四国を基盤とする地域金融機関として、環境保全に資する商品やサービスの取
扱、脱炭素社会に向けた官民共同の取組みも含めた環境負荷の低減に努め、持続可能な社
会の実現に貢献します。	

2 地域経済・
地域社会への貢献

人口減少や少子高齢化等、解決すべき多くの課題がある四国の金融機関として、社会・環境
活動を通じた課題解決への取組みなど、地域の将来に主体的かつ積極的に関与することで
活力にあふれた地域を実現します。

3 お客さま本位の
コンサルティング推進

すべてをお客さまから見て考え、行動し、お客さま本位のコンサルティングや利便性の高いサー
ビスを提供することで、事業所、個人のお客さまの課題解決に貢献します。また、すべての人々
がゆたかで便利なくらしを送ることができるよう、金融リテラシーの普及・向上に努めます。

4 多様な人財が活躍
できる職場環境の整備

当行の特長である「Just Like Family!」な人財力に、専門的なコンサルティング能力を組み
合わせた「四銀スタイル」を目指すべき人財像と位置づけた上で、従業者のエンゲージメント向
上、多様なキャリア形成を支援する人財育成、人財の多様性の拡大、人権の尊重、公正な処
遇等を通じて、すべての人財がやりがい・働きがいを感じ、その個性と能力を十分に発揮し活躍
できる職場環境を整備します。

頭取を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、サステナビリティ方針に基づく取組施策の評価や、
取り巻く環境変化に対する方向性等について審議し、取締役会に報告、監督を受ける体制を構築しています。

サステナビリティ委員会
年2回開催

本部各部

取締役会

審議・報告

監 督

報 告

構 成 
●取締役会長  ●取締役頭取
●専務取締役  ●常務取締役  
●本部各部部長

2025年度の主な審議事項

2025年8月（第8回） ・金融庁「気候変動リスクに関する金融機関の取組の動向や課題」報告
・CDP質問書への対応状況　　・サステナビリティ⽅針に基づく活動の進捗状況

2025年11月（臨時） ・健康経営に関する取組内容

2026年2月（第9回） ・全国地⽅銀⾏協会「SDGs／ESG経営アンケート」結果
・生物多様性保全への取組み　　・CDPの回答結果　　
・健康経営に関する取組み　　・DE&I 推進⽅針の策定　　・⼈財開発・育成体制の再構築
・サステナビリティ⽅針に基づく活動の進捗状況

環境への取組み四国銀行のサステナビリティ

近年の地球温暖化による異常気象や自然災害の頻発化・激甚化が、お客さまや当⾏の事業環境に与える影
響の⼤きさを鑑み、気候変動に係るリスクや機会が当⾏の経営に与える影響を的確に把握し対策を講じてい
くため、2021年9月にTCFD提言への賛同を表明しています。また、TCFDコンソーシアム（2026年4月よ
りGXフューチャー・コンソーシアム）に加盟しており、情報開示の高度化にも取り組んでいます。

 ガバナンス

2022年4月、頭取を委員⻑とするサステナビリティ委員会を設置し、気候変動への対応を含むサステナビ
リティ全般に関する取組施策の評価や、取り巻く環境変化に対する⽅向性等について審議し、取締役会に報
告、監督を受ける体制を構築しています。

 戦略

当⾏では、サステナビリティ⽅針において「環境保全への貢献」を掲げ、気候変動対策をはじめとする環境
保全への取組みを重要な経営課題と位置付けており、気候変動が当⾏グループの事業活動・財務内容等に影
響を及ぼすリスクと機会の把握を⾏いました。

なお、当⾏が認識する主なリスクと機会に関する評価の時間軸として、「短期（５年未満）」「中期（15年程
度）」「⻑期（30年程度）」の期間を用いています。

想定される事象と影響 時間軸

移行
リスク

信用リスク
気候変動関連の政策や規制強化に伴うコスト増、エネルギー価格・原材料価格の高騰、脱炭素社
会への移行に伴う技術革新による事業内容やビジネスモデルの見直しを余儀なくされること等で、お
取引先の財務内容が悪化し、当行の与信費用が増加するリスク

短～長期

オペレーショナル・
リスク

当行グループの気候変動への対応や気候変動に関する情報開示が十分になされていないと評価さ
れることによる風評リスク

短期

物理的
リスク

信用リスク

自然災害により、お取引先の担保物件が毀損し、当行の与信費用が増加するリスク 短～長期

自然災害により、お取引先の事業が中断・停滞し、財務内容が悪化することで、当行の与信費用が
増加するリスク

短～長期

オペレーショナル・
リスク

自然災害により、当行本支店が被災し、損害が発生するリスク 短～長期

機 会

脱炭素社会への移行に向けたお取引先の設備投資資金需要等の高まりによる、資金供給機会の
増加

短～長期

自然災害に備えた、設備投資資金や金融商品等の提供機会の増加 短～長期

エネルギー消費量削減に伴うコスト削減 短  期

当行が認識する主なリスクと機会

気候変動への取組み（TCFD提言への対応）

サステナビリティ方針

サステナビリティ委員会
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持続可能な地域社会への貢献

リスク
●  シナリオ分析

当行では、当行の財務状況における気候変動の影響を具体的に把握するため、移行リスクおよび物理的リ
スクについて一定のシナリオを用いて分析を行いました。いずれの分析においても、当行財務への影響は限
定的であると評価しました。

移行リスク
移行リスクについては、分析対象として温室効果ガス排出量が比較的高いエネルギー、造船・海運、および

金属・鉱業セクターを選択しました。分析にあたっては、NGFS（気候変動リスク等に係る金融当局ネットワー
ク）のシナリオを用いて、2050年までの当行の与信費用の増加額を試算しました。

物理的リスク
物理的リスクについては、気候変動に起因する洪水のリスクの影響を分析しました。分析にあたっては、

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）のSSP5-8.5シナリオ（4℃シナリオ）等を用いて、2050年までの当
行の与信費用の増加額および固定資産の毀損額を試算しました。

機会
現在、世界的に脱炭素化が求められており、企業活動においてもサプライチェーン全体での取組みが不可

欠となっています。このような状況の中、取引先企業から寄せられる脱炭素化への対応要請に適切に応える
ことができない場合、ビジネスパートナーとしての信頼を失い、サプライチェーンから除外されるリスクが
生じる可能性があります。

当行では、お客さまにCO₂排出量削減への取組みの重要性を理解していただくため、省エネ診断サービス
のご紹介や脱炭素スタートパッケージなど、さまざまな活動を推進しています。

こうした事業活動を通じて、気候変動への対応や脱炭素社会への移行に向け、地域やお取引先のニーズを
より深く理解し支援を行うことで、ビジネス機会の創出や気候変動リスクの低減に取り組んでいきます。な
お、当行グループは環境保全や地域経済・地域社会に貢献するため、投融資方針を定め、環境や生物多様性の
保全に向けた事業や脱炭素社会の実現に向けた事業などを積極的に支援する事業として位置付けています。

移行リスク 物理的リスク

シナリオ
NGFS（気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク）に
よるNet Zero 2050・Below２℃シナリオ

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）によるSSP1-2.6
（２℃シナリオ）・SSP5-8.5（４℃シナリオ）

分析内容

•�大規模企業、上場企業については個社別分析（ボトムアッ
プアプローチ）を実施
•�上記以外のお取引先については、個社別分析の結果を
もとに拡大推計（トップダウンアプローチ）を実施

ハザードマップのデータから推計した洪⽔発生時の直接・
間接被害額等をもとに、シナリオを踏まえた2050年までの
洪⽔発生確率と洪⽔発生頻度の増加を考慮して算出

分析対象
エネルギー（電力、ガス、石炭・石油関連）関連事業、 造船・
海運関連事業、および金属・鉱業関連事業を事業内容と
するお取引先

・�当行に貸出残高のある国内の法人（製造拠点を含む）お
よび個人事業主、住宅ローンのお取引先

・当行本支店、店外ATM、社宅の固定資産

対象期間 2050年まで 2050年まで

分析結果 与信関係費用の増加額：最大57億円
与信関係費用の増加額：最大121億円
銀行本支店、店外ATM、社宅の資産毀損額：最大9億円

与信残高における炭素関連資産の割合
2026年3月末の当行貸出金等に占める炭素関連資産※の割合は38.7％です。

※TCFD提言における開示対象セクターである「エネルギー（再生可能発電事業を除く）」「運輸」「素材・建築物」「農業・食料・林産物」向けエクスポージャー。

 リスク管理

当行では、気候変動に起因する移行リスクや物理的リスクは、当行の事業運営や戦略、財務計画に大きな影
響を与える重要なリスクであると認識し、シナリオ分析等により当該リスクを識別・評価しています。今後も、
シナリオ分析の高度化を図りながら、「信用リスク」「オペレーショナル・リスク」等を含めた統合的リスク管
理の枠組みのなかで適切に管理する態勢を整備していきます。

セクター別与信残高（2025年度） 貸出金等に占める割合

サステナブルファイナンス累計実行額 （単位：億円）

エネルギー 2.3%

運 輸 12.1%

素材・建築物 21.3%2025年度

38.7%
農業・食料・林産物 2.8%

718

2,678

5,000以上

1,494

2024年3月末
実績

2026年3月末
実績

2030年12月末
目標

2025年3月末
実績

セクター 金額（億円）

エネルギー 526

運 輸 2,715

素材・建築物 4,775

農業・食料・林産物 634

炭素関連資産合計 8,652

 指標と目標

サステナブルファイナンスの推進
環境・社会課題の解決に向け、お客さまのサステナビリティへの取組みを金融面から後押ししています。

累計実行目標 5,000億円以上

対象期間 2023年4月1日から2030年12月31日まで

対象となる融資 ①当行の投融資方針に基づく融資※

②当行のサステナビリティ方針や投融資方針に基づいたローン・ボンド商品
③エコ住宅ローン

●「投融資方針」の詳細は当行ホームページをご覧ください
https://www.shikokubank.co.jp/profile/sustainability/assets/investment_policy.pdf

※ 当行の投融資方針で積極的に支援する事業
（1）�海洋資源や森林資源の保護など、環境や生物多様

性の保全に向けた事業
（2）�地域の産業振興につながる事業、地域の防災・減

災につながる事業
（3）�省エネルギーや再生可能エネルギー事業など、脱炭

素社会の実現に向けた事業
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CO2排出量の削減（Scope1・Scope2）
当行は、脱炭素社会の実現に向け、当行の事業活動により排出するCO₂（Scope1・2）の削減目標を定め、

その達成に向けた取組みを推進しています。

削減目標 ・2030年度のCO₂排出量を2013年度⽐50%削減
・2050年度のカーボンニュートラル（Scope1・Scope2）

2025年度実績 2013年度⽐60.1%削減

● カテゴリ15
金融機関において、Scope3カテゴリ15（投融資先のCO₂排出量）は、気候変動に関するリスクと機会を定

量的に把握するうえで重要な指標であると認識しています。当行では、PCAF※1に加盟するとともに、PCAF
の定める基準に基づいた排出量の算定に取り組んでいます。2025年度は「事業性融資」「上場企業の社債」に
加え、「非上場企業の社債」を算定対象に追加するなどの高度化に努めました。引き続き、算定の精緻化およ
び算定範囲の拡大を図っていきます。
※1　�PCAF（Partnership for Carbon Accounting Financials）は、金融機関が投融資先のGHG排出量を計測・開示するための基準を定めている国際的なイニシアティブ

です。 当行は2026年5月に正式加盟しました。
※2　財務データが取得できない等、算定に必要なデータの集計ができない対象先を除いています。（カバー率 96.6%）
※3　今後、算定基準・業種分類・排出原単位の変更などにより、算定結果が大きく変動する可能性があります。

Scope3の算定
脱炭素社会の実現に向けて、当行の事業活動により排出するCO₂（Scope1・2）に加えて、サプライチェー

ンにおけるCO₂排出量（Scope3）を算定しました。

再生可能エネルギーの活用 2025年7月、鴨島支店に太陽光発電設備を設置
本件による排出量削減見込み：年間 6.5t-CO2

環境負荷低減に資する設備の導入 照明器具のLED化および高効率空調機への切替
本件による排出量削減見込み：年間 19.5t-CO2

2013年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2024年度 2025年度

7,540

447

3,710

376

4,903

373

4,275

370

3,087

432

2,752

432

4,704

417

4,873

435

7,987

5,308 5,121

4,086

5,276
4,645

3,519

2023年度

3,273

430

3,703
3,183

2013年度比
60.1％
削減

CO2排出量の推移  　■Scope1　■Scope2　（単位：t-CO2）

CO₂排出量削減に向けた主な取組み 

● カテゴリ1～7

※ �Scope3（カテゴリ１～7）は、「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインver2.8（環境省・経済産業省2026年3月）」および「サプライチェー
ンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベースver3.6（環境省・経済産業省2026年3月）」に準拠して計測しています。

※ �カテゴリ8～14の算定対象はありませんでしたので上表での表示は行っていません。

計測項目 2025年度実績

カテゴリ1 購入した製品 •サービス 11,819

カテゴリ2 資本財 1,611

カテゴリ3 Scope1、2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動 415

カテゴリ4 輸送、配送（上流） 336

カテゴリ5 事業から出る廃棄物 9

カテゴリ6 出張 232

カテゴリ7 雇用者の通勤 673

投融資先の業種別排出量（2025年度実績）

セクター 業 種
Scope1.2 Scope3

排出量 DQ※ 排出量 DQ※

エネルギー
石油・ガス 379,166 3.04 125,134 3.04
電力ユーティリティ 333,712 2.38 219,964 2.48

運 輸

航空貨物 53 4.00 14 4.00
旅客空輸 1,510 4.00 388 4.00
海上輸送 488,067 3.99 586,522 4.00
鉄道輸送 11,431 3.48 5,968 3.52
トラックサービス 80,478 3.94 54,547 3.94
自動車・部品 7,596 2.65 159,567 2.65

素材・建築物

金属・鉱業 87,089 2.50 75,364 3.08
化学 151,664 3.34 173,193 3.38
建設資材 94,836 3.03 31,950 3.03
資本財 142,601 3.72 893,984 3.78
不動産管理・開発 4,529 3.76 70,966 3.76

農業・食料・林産物

飲料 834 3.81 4,489 3.71
農業 112,440 4.00 58,426 4.00
加工食品・加工肉 154,037 3.92 234,533 3.97
製紙・林業製品 82,471 2.82 112,891 2.82

その他 282,497 3.68 1,345,437 3.78
合　計 2,415,011 3.66 4,153,337 3.72

データクオリティスコア
PCAFでは、排出量算定の品質を評価するために5段階のスコアが設定されています。当行の 2025年度の

融資残高加重平均データクオリティスコアはScope1・2で「3.66」、Scope3では「3.72」となりました。引
き続き排出量データの収集などにより、スコア改善に取り組んでいきます。

（出所）金融機関向けポートフォリオ・カーボン分析を起点とした脱炭素化実践ガイダンス（環境省 2023年3月）

データクオリティ 排出量の推計手法 条件等

高 スコア1 企業による
報告排出量

1a 企業の認証済排出量データが利用可能

スコア2
1b 企業の未認証の排出量データが利用可能

事業活動による
排出量

2a 企業のエネルギー利用に係る一次的事業活動データと利用エネルギーに係る排出係数より推計関連プロセス排出も加算

スコア3 2b 企業の生産活動に係る一次的事業活動データと対応する排出係数より推計

スコア4 経済活動による
排出量

3a 企業の売上高とセクターの売上高当たりの排出係数より推計

3b 企業への投資残高とセクターの資産単位当たりの排出係数より推計

低 スコア5 3c 企業への投資残高、セクターの売上高当たりの排出係数、セクターの資産回転率より推計

※ DQ…データクオリティスコア

持続可能な地域社会への貢献

（単位：t-CO2）

（単位：t-CO2）
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当行は、地域の自然から多大な恩恵を受ける一方、投融資を通じた事業活動が生物多様性に影響を及ぼし
得ることを深く受け止め、地域の豊かな自然資本（森林・土壌・水・大気・生物多様性等）の保全を経営上の重
要課題と位置付け、持続可能な地域社会の実現に向けて積極的に取り組んでいます。

国際的にも「昆明・モントリオール生物多様性枠組」※の採択により、自然資本の保全は企業の持続的成長
に不可欠な視点となっています。このような認識のもと、当行は融資先における自然資本への依存・影響の
把握に努め、ネイチャーポジティブに向けた取組みを推進しています。また、2025年4月に「TNFDフォーラ
ム」へ参画、2026年3月にはTNFD提言に基づく情報開示の充実を図ることを目的に「TNFD Adopter」へ登
録しました。自然資本への依存や影響、そこから生じるリスクと機会を適切に把握し、透明性の高い開示と
経営への統合を通じて、持続可能な地域社会の実現と企業価値向上の両立を目指していきます。

自然資本・生物多様性への取組み（TNFD提言への対応）

持続可能な地域社会への貢献

TNFD（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures）：2021年6月に発足した、自然関連の財務情報を開
示する枠組みの開発・提供を目指す国際イニシアチブ。自然関連のリスクの測定・公表により、世界の資金の流れを自然環
境に対してポジティブにしていくことを目指し、2023年9月に開示提言（v1.0）を公表した。
TNFDフォーラム：TNFDに関する情報共有や議論を通じて、自然関連財務情報開示の推進を支援する国際的なステークホ
ルダー組織。
TNFD Adopter：TNFD提言に基づく開示を行う意向をTNFDウェブサイト上で登録した企業等のこと。

※ 昆明・モントリオール生物多様性枠組：2030年までに生物多様性の損失を止め、自然を回復軌道に乗せることを目指して採択された国際的な目標。

 高知県の自然資本と生物多様性

当行の主要マーケットである高知県は、森林率が約84%と全国一を誇り、その豊かな森林は、水源の涵養、
二酸化炭素の吸収、生物多様性の保全、山地災害の防止など、多面的な機能を果たしています。日本屈指の清
流である四万十川・仁淀川は、豊かな水生生物の生息地としても知られ、流域の農業・漁業・観光など地域経
済を幅広く支えています。また、ウミガメの産卵地としても知られる砂浜沿岸など、陸域から海域にわたる
多様な生態系が広がっています。特に四万十川中流域や土佐湾、室戸阿南海域、工石山陣ヶ森、四国カルスト
は、生物多様性の保全において極めて重要な地域として認識されています。

こうした豊かな自然は、農林水産業をはじめとする地域産業の基盤を形成し、地域の人々の暮らしや文化
を育むとともに、貴重な生態系サービスを提供する「自然資本」として、その重要性がますます高まっていま
す。当行は、こうした地域の自然資本を守り、
次世代へ引き継いでいくことを重要な使命と
捉え、自然資本の保全に積極的に取り組んでい
ます。

 自然資本への依存・影響の分析

当行は、融資ポートフォリオにおける自然資本への依存と影響を深く理解し、中長期的な企業価値を維持・
向上させるため、TNFDが推奨する「LEAPアプローチ」に基づき分析を行いました。本年度は、融資ポート
フォリオにおける潜在的な自然への依存・影響を把握するとともに優先セクターを特定し、各セクターのバ
リューチェーンにおける依存経路・影響経路を特定したうえで、自然への依存度・影響度をヒートマップに
より可視化・評価しました。

LEAPアプローチ

Locate（自然との接点の発見）
金融機関である当行においては、自行の直接的な事業活動による自然への依存・影響よりも、投融資先の事業

活動を通じた間接的な依存・影響のほうがはるかに大きいという特徴があります。そのため、全法人融資先の中
からTNFDが特定した潜在的に重要なセクターに属する融資先の自然資本への依存・影響評価を実施しました。

●  分析手法
国際的な評価ツール「ENCORE※」を用いて、融資ポートフォリオにおける自然への依存と影響を分析しま

した。この分析結果をもとに、セクターごとの自然への依存度・影響度と当行の融資残高割合を組み合わせ
たバブルチャートを作成し、融資ポートフォリオにおける潜在的な自然への依存・影響を把握するとともに、
優先的に分析を進めるセクターの特定を行いました。
※ �ENCORE （Exploring Natural Capital Opportunities, Risks and Exposure）：UNEP-WCMC等が開発した、自然資本への依存・影響を評価するツール。事業セクター

ごとに、享受する生態系サービス（依存）と、自然への負荷要因（影響）の双方を特定できる。

●  分析結果
バブルチャートの分析結果より、「食品・飲料」セクターは融資残高割合が一定程度を占めており、自然へ

の依存・影響度が高いことが確認されました。また、「運輸」は自然への依存・影響度は相対的に高くないも
のの、融資残高割合が大きいセクターであるこ
とが確認されました。

高知県では、黒潮の恵みを受けた豊かな漁場
でのかつおをはじめとする水産業や、温暖な気
候のもと、ゆずやなすなどの農業も盛んに営ま
れてきました。さらには、これら豊かな一次産品
を活かした食品加工業や飲料産業も地域経済を
支える重要な産業として発展を遂げてきました。

こうした高知県特有の産業構造を踏まえ、当
行は優先セクターとして「食品・飲料」を特定し
ました。

エネルギー

素材

運輸
自動車・自動車部品

耐久消費財・アパレル

レストラン・食品小売等

家庭用品・パーソナル用品

医薬品・バイオテクノロジー

半導体・
半導体製造装置

ユーティリティ等

不動産管理・開発等

食品・飲料

大

小

依
　存

影　響 大

仮説立案・ゴール設定・リソース調整

レビューと継続

Locate
（自然との接点の発見）
L1 ビジネスモデルと 

バリューチェーンの 
範囲の確認

L2 依存と影響の 
スクリーニング

L3 自然との接点の特定

L4 要注意地域との 
接点の特定

Evaluate
（依存と影響の診断）

E1 環境資産、
生態系サービスと
影響要因の特定

E2 依存と影響の特定

E3 依存と影響の測定

E4 インパクトマテリアリティ
の評価

Assess
（リスクと機会の評価）
A1 リスクと機会の特定

A2 既存のリスク軽減策と
リスクと機会の
管理方法の調整

A3 リスクと機会の測定と
優先順位付け

A4 リスクと機会の
マテリアリティの評価

Prepare
（対応と報告の準備）

P1 戦略と資源配分計画

P2 ターゲット設定と
パフォーマンス管理

P3 報告

P4 開示
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持続可能な地域社会への貢献

四国銀行、阿波銀行、百十四銀行、伊予銀行で構成される四国アラ
イアンスは、四国が直面している人口減少や少子高齢化をはじめとす
る社会課題の解決を通じた「四国創生」に連携して取り組んでいます。

本年度は、TNFD提言に基づく開示を目指し、各行がそれぞれの本
店所在地における自然資本の特徴や課題を調査・研究し、その内容
を適宜共有することで、四国全体の自然資本の俯瞰から各地元の特
徴を認識することができました。

今後も、自然資本を巡る課題等について、各行間で情報共有を行い
ながら、TNFD提言に基づく開示内容のさらなる拡充を図っていく
とともに、自然資本の保全およびネイチャーポジティブに向けた協
働についても検討を進めていきます。

四国を一体の地域と捉えた取組みTOPIC

37.5

55.8
45.5

27.6
17.0 16.3

基礎素材型 加工組立型 生活関連型

自然資本の影響や
制約を受けやすい産業構造

絆の森・里山整備
当行では2007年から、高知県をはじめとする自治体等とパートナー

シップを締結し、継続的に間伐や里山整備を実施するなど、自然環境や
生物多様性の保全活動に積極的に取り組んでいます。2025年12月に
は、「持続可能な地域の実現に向けた業務提携契約」を締結している幡多
信用金庫さまと協働で、高知県立のいち総合公園において里山整備を実
施しました。他機関との協働による整備活動は今回が初めてとなります。

また、新入行員研修に整備活動を取り入れることで、自然資本の保全
に対する意識醸成の機会としています。

「しまんと海藻エコイノベーション共創拠点」への参画
当行は2024年より、JST（科学技術振興機構）共創の場形成支援プロ

グラム「しまんと海藻エコイノベーション共創拠点」（代表機関：高知大
学）に参画しています。本プロジェクトは、高知大学が中心となり、
四万十川における海藻生産の再生と持続的な産業創出を目指す産学官
連携の取組みです。当行は本プロジェクトへの参画を通じて、地域の生
物多様性の保全と自然資本の維持を推進しています。

自然資本・生物多様性の保全に向けた取組み
Evaluate（依存と影響の評価）

Locateフェーズで特定した優先セクター「食品・飲料」において、当行の融資ポートフォリオに基づくバ
リューチェーンを整理しました。川上から川下に至る各関連業種について、自然への依存経路・影響経路を
特定したうえで、依存度・影響度をヒートマップにより可視化・評価しました。

分析の結果、バリューチェーン全体の中で「農産品・サービス」が「Very High」の項目が多く、自然資本・生
物多様性への依存・影響度が最も大きいことが確認されました。

 今後の展望と課題

今回のLEAPアプローチを通じた優先セクターの特定（Locate）と依存・影響の評価（Evaluate）は、当行
の主要マーケットである高知県を支える自然資本の価値を再認識し、その持続可能性を問い直す重要なプロ
セスとなりました。本報告における開示はあくまで第一歩であり、今後は分析結果を踏まえ、生態学的に感
受性の高い地域の調査や自然関連のリスクと機会の特定・評価など、分析のさらなる深化を図るとともに、投
融資先をはじめとする多様なステークホルダーとの対話を通じて、ネイチャーポジティブに向けた取組みを
深めていきたいと考えています。

パートナーズ協定
・�未来を鏡に～四銀絆の森 

パートナー：高知県、高知市
・�のいち総合公園整備活動 

パートナー：高知県、香南市、こうち森林救援隊

「しまんと海藻エコイノベーション共創拠点/ 
高知大ポータル」より引用

四国4県の自然資本の特徴

徳島県 香川県 愛媛県 高知県

特徴 四国最大の河川流域に広がる豊か
な水資源

瀬戸内海の温暖な気候と面積の
1/3を占める広大な平野

複雑なリアス式海岸が育む豊かな
海洋資源と養殖業

水源涵養機能と多様な生態系を生
み出す森林率の高さ

課題 急峻な地形と多雨による洪水リスク
の高さ

降水量が少ないことによるため池へ
の依存度の高さ

急傾斜地が多いことによる土砂災
害リスクの高さ

南海トラフ地震・津波による自然資
本喪失リスクの高さ

主な産業 すだち、鳴門わかめ、LED 手袋、冷凍食品、オリーブ タオル、柑橘類、造船（海事産業） ゆず、しょうが、かつお

バリューチェーン上の
関連業種

依存 影響
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農産品・サービス VH H VH VH VH M H M H VH VH VH VH H VH VH VL L M H H H H H VH H VH H

肉・魚・包装食品 M L VH L VL VL M VL H L M H M M M M L M L M

酒類 M L H L M VH VL H L M H L L L VL M M L M

清涼飲料・
ノンアルコール飲料

M L H L VL VL M VL H L M H M M L L M H M L M

食品流通 L VL M VL M L L M VL L M L L VL L M L

飲食・レストラン L VH VL VL VL M M L L L L VH VH VH L L L L L L M L L

食品小売 M VL VL H VL M L H H VL L L VL M M VL VL L M

ホテル・リゾート L L VH VL VL VL VL L L L L VL VH VH M M L VL L L L M L L M

貨物陸上輸送 M VL VL VL M M VL L M L M VH M M M L M L M M H

■Very High　■High　■Medium　■ Low　■Very Low

優先セクター「食品・飲料」におけるバリューチェーン 当行に一定の融資シェアがあるサブセクターは■で表示していますt-CO2）

バリューチェーン上の自然への依存・影響ヒートマップ

川下川中川上
食品流通 依存：中　影響：中農産品・サービス 依存：大　影響：大

飲食・レストラン 依存：中　影響：中肉・魚・包装食品 依存：中　影響：大

食品小売 依存：中　影響：大酒類 依存：大　影響：大

貨物陸上輸送 依存：大　影響：大

ホテル・リゾート 依存：大　影響：大清涼飲料・ノンアルコール飲料　
 依存：中　影響：大

四国の産業類型-製造品出荷額の割合-
■全国　■四国 （単位：%）
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持続可能な地域社会への貢献

地域社会への取組み
当行は、地域に根差した金融機関として、本業を通じた地域貢献とともに、さまざまな社会貢献活動に取り

組んできました。役職員一人ひとりが地域社会の一員として主体的に活動し、地域の皆さまとともに豊かな
社会づくりを目指しています。

引き続き地域に寄り添い、持続可能な社会の実現に向けて取り組んでいきます。

出前授業の実施

資産所得倍増プランの本格始動やNISA制度の拡充など、国民一人ひとりの資産形成を後押しする動きが
加速しています。このような環境変化に伴い、金融リテラシーの向上が重要な課題となっており、地域金融
機関として当行が担う金融経済教育の役割はますます重要性が高まっています。

当行はこの課題に積極的に取り組み、若年層から社会人まで幅広い層を対象とした金融経済教育を通じて、
地域における金融リテラシー向上の中核的役割を担っていきます。2024年度からは、小中学生向けの取組
みをさらに強化するため、J-FLEC※との協働により、体系的な金融教育プログラムの提供を開始しました。
※ J-FLEC（金融経済教育推進機構）
　 幅広い年齢層に向け、かつ国民各々のニーズに応えた金融経済教育の機会を官民一体で全国的に拡充することを目的に、日本銀行を事務局とする金融広報
　 中央委員会、全国銀行協会、日本証券業協会が発起人となり、2024年4月に設立された認可法人

社会人向けセミナーの実施
当行は、社会人を対象とした金融経済の知識向上にも取り組んで

います。高知県内の産業教育を担当する高等学校教員向けセミナー
や、こうち起業・創業支援プラットフォーム※が起業家向けに実施し
た事業計画策定セミナーに、当行行員が講師として登壇しました。
※ こうち起業・創業支援プラットフォーム（旧称：こうちスタートアップパーク）
　 高知県が運営する、起業や新しい事業に取り組む方を支援するためのプラットフォーム

高校生向けキャリア教育の実施
当行は、地域の将来を担う世代の育成を重要な社会的使命と考え、従来から実施してきた金融経済教育に

加え、高校生を対象としたキャリア教育にも注力しています。
その取組みの一環として、高知県内の高等学校において、金融リテラシーの向上はもとより、地域課題の解

決に向けた課題解決型授業や出前授業を実施しています。これらの取組みを通じて、生徒たちが地域の現状
や課題について主体的に考え、解決策を探る機会を提供しています。

布師田小学校 
　J-FLEC（金融経済教育推進機構）と協
働し、高知市立布師田小学校全学年の児童
51名を対象に「おこづかいから学ぶお金
の話」をテーマとした出前授業を実施しま
した。

香南中学校
　南国市立香南中学校の3年生20名を対
象に「大人になる前に知っておきたいお金
の話」をテーマに、家計管理と決済、ロー
ン・クレジット、生活設計等について出前
授業を実施しました。

山田高等学校
　高知県立山田高等学校の2年生約13名

（ビジネス探究科）を対象に「お金につい
て考えてみよう」および「将来に役立つ資
産形成と投資の知識」をテーマに、2日間
の出前授業を実施しました。

とさっ子タウン
とさっ子タウンは、小学校4年生から中学校3年生までの子どもたち

が「仮想のまち」でさまざまな職業や遊びを体験できるイベントです。
社会の仕組みを知ってもらうことや、参加する子どもたち同士のコミュ
ニケーションの場を提供すること、また生まれ育った地域に対する誇
りを持てるような「きっかけ」を作ることを目的に開催されています。

当行は地域人財の育成に貢献するという観点から、2009年の第1回
より「とさっ子銀行」を出店し、活動に協力しています。

四国アライアンス奨学金返還支援制度
当行は、阿波銀行・百十四銀行・伊予銀行とともに、四国創生の実現

に向けて「四国アライアンス奨学金返還支援制度」を創設し、若手人材
の定着・育成を後押ししています。本制度では、人材育成や福利厚生の
充実に関する取組みに積極的な賛同企業に勤務し、奨学金を返還して
いる若手社員を対象に、返還資金の一部を支援しています。2025年度
は、4行合計で220社を超える賛同企業のもと63名を、高知県内では
30社の賛同企業のもと8名を支援対象者として採択しました。

四国遍路を世界遺産に
2026年2月、当行の従業者238名が、四国八十八ヶ所霊場の遍路道

を整備・保全するイベント「第11回一日一斉おもてなし遍路道ウォー
ク」に参加しました。

このイベントは、四国全域で約1万人の参加者が遍路道を実際に歩
き、危険箇所の有無や道案内の状況等を点検するもので、四国遍路の認
知度を高め、世界遺産登録に向けた受入態勢の整備および機運醸成を
目的としています。

四国銀行福祉基金による助成活動
当行の創業100周年を記念して1978年に設立した公益財団法人四

国銀行福祉基金を通じて、毎年、高知県内の社会福祉施設・NPO等の
各種団体へ、施設の整備および備品類の購入等に関する助成を行って
います。

2025年度は47回目となり、障がい者福祉施設5団体に総額199万円
の助成を実施しました。本年度の助成事業を含めた助成累計は298件、
1億5,540万円となりました。

金融経済教育の取組み
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価値創造を支える経営基盤

 基本的な考え方

 取締役会の主な活動

 取締役会の実効性の評価

 独立社外取締役の有効な活用

 ガバナンス強化の沿革

 コーポレート・ガバナンス態勢

株主の皆さまをはじめ、さまざまなステークホルダーの皆さまとのつながりを大切にし、適切に業務を運
営することにより、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るため、コーポレート・ガバナンスを経営上
の最重要課題の一つと捉え、その強化・充実に努めています。

当行は、適正なコーポレート・ガバナンスの実現に向け、その基本的な考え方と枠組みを定めた「コーポレー
トガバナンスに関する基本方針」を制定し、公表しています。

●詳細は当行ホームページをご覧ください
https://www.shikokubank.co.jp/profile/governance/

取締役会は、取締役および監査等委員である取締役
の全員で構成されています。原則として月１回開催し、
法令又は定款で定められた事項や経営方針・経営戦略
に関する重要事項の決定を行うとともに、取締役の業
務執行を監督しています。2025年度においては、次期
中期経営計画の策定や頭取のサクセッションプラン、
四銀総合リース株式会社の完全子会社化について、決
議を行いました。

取締役会は、その機能向上を図るため、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を実施しています。
2025年度の取締役会全体の実効性に関する分析・評価は、2026年６月開催の取締役会において審議しました。

実施方法 各取締役に取締役会評価についてアンケートを実施し、その結果を踏まえてインタビューを行いま
した。アンケートおよびインタビューの結果は、ガバナンス委員会による審議を経て、取締役会に
おいて分析・評価を行っています。このプロセスの実施にあたっては、外部機関を活用しました。

主な評価項目 アンケート ①運営・構成
②戦略策定・意思決定
③リスク管理
④指名・報酬
⑤株主等との対話

インタビュー ①「戦略的な議論」の在り方
②指名・報酬に関する議論の充実
③強み・改善した点の背景
④その他、特に留意すべき事項

分析・評価の結果 アンケート結果はポジティブな評価が大勢を占めており、インタビューの中でも、取締役会におけ
る発言のしやすい雰囲気や、意見が尊重される風土が強みとして確認されていることから、取締役
会の実効性は概ね確保されているものと判断しています。
一方で、取締役会における戦略的な審議時間を拡充していく必要性が共通認識として示され、報告
時間の長さや議題の設定方法等にその原因があることが確認されました。

今後の対応 2026年度は、報告時間の最適化および適切な議題設定のための体制構築を課題として以下の事項
に取り組み、戦略的な審議を行う時間の拡充を図っていきます。
・運営面における改善活動の継続
・付議基準および報告基準の見直し
・年間アジェンダの設定

取締役会は、多様な知見・専
門性を備えたバランスの取れた
構成とするなど、ガバナンス強
化への取組みを継続していま
す。

当行は、企業統治体制として監査等委員会設置会社を採用し、重要な経営判断と業務執行の監督を担う取
締役会と、その過半数が社外取締役である監査等委員で構成される監査等委員会により、監督・牽制機能の実
効性の維持・向上に努めています。

内部監査

指
示・管
理・監
督

選任・解任

諮 問

選任・解任

連 
携

営業店・本部・グループ会社

選任・解任

会計監査人

●ALM委員会
●リスク管理委員会
●業務運営委員会
●サステナビリティ委員会

ガバナンス
委員会

連携・報告

頭 取

連 携
監査・監督

取締役会

業務執行取締役

監査等委員ではない取締役 監査等委員会

監査等委員である取締役

内部監査部門

報 告

指 

示
指 

示

監 

査

監 

査

諮問・
答申

株 主 総 会

各種委員会

常務会

2025年度の主な決議事項

● 2026年度の経営方針の策定

● 2026年度総合予算

● 次期中期経営計画の策定

● 頭取のサクセッションプラン

● 四銀総合リース株式会社の完全子会社化

コーポレート・ガバナンス

取締役会は、多様な知見・専門性を備えたバラン
スの取れた構成とするとともに、取締役の業務執行
に対する監督機能の強化および外部の視座を経営
に活かすため、現在、独立性のある社外取締役を、全
取締役の３分の１以上となる４名選任しています。

取締役会
社外
4名

社内
7名

監査等
委員会 社外

3名

社内
1名

2018年6月
● 監査等委員会設置会社への移行

● 独立社外取締役比率１／３以上

● 譲渡制限付株式報酬制度の導入

2022年4月
● サステナビリティ委員会の設置

● スキル・マトリックスの制定

2015年6月
● 社外取締役の選任

● 女性取締役の選任

2015年12月
● ガバナンス委員会の設置
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価値創造を支える経営基盤

 社外取締役の選任理由  各種委員会の主な活動
氏名 役職 選任の理由及び期待される役割

植田 剛生 取締役

2025年6月から当行の社外取締役就任。以来、企業経営者としての豊富な経験と幅広い
見識を活かし、経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督など役割を適切に果た
しています。また、取締役の選解任、役付取締役の選定、取締役（監査等委員であるものを
除く。）の報酬、その他コーポレートガバナンス上の特に重要な事項について協議し、取締
役会に対して助言・提言を行うガバナンス委員会の委員として、客観的かつ公正な立場か
ら必要な発言を適宜行い、監督機能の強化に貢献しています。企業経営者としての知見や
経験を反映していただくことで、当行の持続的成長と企業価値の向上が期待できること
から、社外取締役として選任したものであります。

稲田 知江子 監査等委員

2017年6月、当行の社外取締役就任。2018年6月から社外取締役監査等委員就任。以来、
弁護士としての豊富な知識と経験、高い見識に基づく視点から、取締役の職務執行の監
査・監督など職務・職責を適切に果たしています。また、取締役の選解任、役付取締役の
選定、取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬、その他コーポレートガバナンス上
の特に重要な事項について協議し、取締役会に対して助言・提言を行うガバナンス委員会
の委員長として、客観的かつ公正な立場から必要な発言を適宜行い、監督機能の強化に貢
献しています。引き続き弁護士としての豊富な専門知識と実務経験を活かし、独立した立
場から中立的・客観的な視点で監査・監督機能を果たすことが期待できることから、監査
等委員である社外取締役として選任したものであります。

金本 康 監査等委員

2020年6月から当行の社外取締役監査等委員就任。以来、税理士としての豊富な知識と
経験、高い見識に基づく視点から、取締役の職務執行の監査・監督など職務・職責を適切
に果たしています。また、取締役の選解任、役付取締役の選定、取締役（監査等委員である
ものを除く。）の報酬、その他コーポレートガバナンス上の特に重要な事項について協議
し、取締役会に対して助言・提言を行うガバナンス委員会の委員として、客観的かつ公正
な立場から必要な発言を適宜行い、監督機能の強化に貢献しています。引き続き税理士と
しての豊富な専門知識と実務経験を活かし、独立した立場から中立的・客観的な視点で監
査・監督機能を果たすことが期待できることから、監査等委員である社外取締役として選
任したものであります。

酒井 俊和 監査等委員

2020年6月から当行の社外取締役監査等委員就任。以来、弁護士としての豊富な知識と
経験、高い見識に基づく視点から、取締役の職務執行の監査・監督など職務・職責を適切
に果たしています。また、取締役の選解任、役付取締役の選定、取締役（監査等委員である
ものを除く。）の報酬、その他コーポレートガバナンス上の特に重要な事項について協議
し、取締役会に対して助言・提言を行うガバナンス委員会の委員として、客観的かつ公正
な立場から必要な発言を適宜行い、監督機能の強化に貢献しています。引き続き弁護士と
しての豊富な専門知識と実務経験を活かし、独立した立場から中立的・客観的な視点で監
査・監督機能を果たすことが期待できることから、監査等委員である社外取締役として選
任したものであります。

委員会 開催頻度 構成メンバー 活動内容

ガバナンス
委員会

原則年2回
必要に応じて

随時開催

代表取締役、
社外取締役、

社外監査等委員

社外取締役を委員長とし、取締役会の諮問機関として、
コーポレート・ガバナンス上の特に重要な事項について
協議し、取締役会に対して助言・提言を行っています。

ALM
委員会

月1回
頭取を委員長として、
全役付取締役および

本部各部長

収益とリスクの統合的な管理を行い、安定的な収益の確保
を図ることを目的に、収益に関する事項、金利運営に関す
る事項およびリスク資本配賦運営等に関する事項につい
て審議を行い、審議結果を取締役会へ報告する体制として
います。

業務運営
委員会

月1回
頭取を委員長として、
全役付取締役および

本部各部長

業務部門の運営状況を管理し、収益性の向上と経営基盤の
確立を目的に、営業推進に関する事項や営業店の業績に関
する事項について審議を行っています。審議結果および
業務の執行状況を取締役会に報告する体制としています。

リスク管理
委員会

月1回
頭取を委員長として、
全役付取締役および

本部各部長

所管部からの各種リスクに関するモニタリング報告を基
に管理態勢について実効性評価を行うとともに、問題点お
よび課題に対する対応方針や改善策について審議を行い、
審議結果を取締役会へ報告する体制としています。

サステナビリティ
委員会

年2回
頭取を委員長として、
全役付取締役および

本部各部長

サステナビリティ方針に基づく取組施策の評価等につい
て審議し、取締役会に報告、監督を受ける体制としていま
す。

●詳細は51ページをご覧ください

 監査等委員会の主な活動

 報酬制度

監査等委員会は、4名の取締役監査等委員で構成され、うち3名は社外取締役です。社外取締役のうち1名
は税理士の有資格者であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。当行の監査等委員会
規程に基づき、監査に関する重要事項等の決議、協議や報告を行う体制としており、内部監査部門から毎月監
査結果報告を受けるなど緊密な連携を保ち、リスク管理・コンプライアンス担当部門等とも情報交換を行う
など、内部統制システムを活用した組織的な監査を指向しております。2025年度においては、監査報告書の
作成・提出や年度監査方針・監査計画などの決議、監査等委員である取締役の報酬額の協議、常勤監査等委員
の月次活動状況などの報告を行いました。

取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等は、各取締役が担う役割・責任や成果に応じた体系とし
ています。取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）の報酬等は、当行の持続的成長や株
主価値増大へのインセンティブとして機能するよう、固定報酬と業績連動型の譲渡制限付株式報酬とし、譲
渡制限付株式報酬は役位別固定部分と役位別変動部分で構成されています。

監査等委員である取締役および社外取締役の報酬等は、経営の監督機能を有効に機能させる観点から、固
定報酬のみとしています。

また、取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等は、株主総会において決議された年間報酬等限度額
の範囲内で、ガバナンス委員会における協議を経て、役位および前年度の業績等に応じて取締役会において
決定しています。監査等委員である取締役の報酬等は、株主総会において決議された年間報酬等限度額の範
囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定しています。

なお、2025年度の報酬は下記のとおりです。

なお、東京証券取引所が定める独立性の基準及び当行が定める独立性に関する判断基準に照らし、一般株主と利益相反のおそれがないと判断されるため、独立役員として届け出をいた
しております。

区  分 支給人数 報酬等
報酬等の種類別の総額

固定報酬 業績連動報酬等

取締役（監査等委員であるものを除く。） 9人 206 174 32

取締役（監査等委員） 4人 37 37 -

計 13人 243 211 32
※取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等には、使用人分報酬等7百万円（うち賞与1百万円）が含まれておりません。

取締役の報酬等の総額等（2025年度） （単位：百万円）
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職歴 
1978.4 四国銀行入行
1997.7 総合企画部長代理
2006.6 総合管理部長
2010.6 取締役総合企画部長  
2014.6 常務取締役
2015.6 専務取締役
2016.4 取締役頭取
2023.6 取締役会長

職歴 

1984.4 四国銀行入行
2003.2 総合企画部長代理
2012.2 総合企画部副部長
2014.6 執行役員総合企画部長  
2016.6 取締役総合企画部長
2018.6 常務取締役
2023.6 取締役頭取

取締役会長 

山元 文明
職歴 
1983.4 四国銀行入行
2004.7 中村駅前支店長
2007.2 守口支店長
2010.2 営業統括部長代理
2012.6 丸亀支店長
2015.6 岡山支店長
2017.6 執行役員営業統括部長
2020.6 取締役営業統括部長
2021.6 取締役本店営業部長
2023.6 常務取締役
2025.6 専務取締役 

専務取締役 

橋谷 正人

職歴 
1991.4 四国銀行入行
2009.8 お客さまサポート部長代理
2014.6 お客さまサポート部長
2016.4 法人サポート部長
2018.6 総合企画部長
2020.3 中村支店長
2021.4 中村支店長兼入野出張所長
2022.6 取締役徳島営業本部長
2025.6 常務取締役

常務取締役 

伊東 瑞文

取締役頭取 

小林 達司
職歴 
1986.4 四国銀行入行
2008.7 香長支店長
2010.6 坂出支店長
2013.2 尼崎支店長
2015.6 大阪支店長
2017.6 東京支店長
2018.6 審査部長
2020.6 取締役審査部長
2022.3 取締役総合企画部長
2023.6 常務取締役

常務取締役 

白石  功

職歴 
1992.4 四国銀行入行
2010.8 中村駅前支店長
2012.2 総合企画部長代理
2015.3 潮江南支店長
2016.11 法人サポート部副部長
2017.3 地域振興部長
2018.6 大阪支店長
2020.9 東京支店長
2022.9 木屋橋支店長
2023.6　  執行役員木屋橋支店長
2025.6　  常務執行役員本店営業部長
2026.6  　常務取締役

常務取締役 

内川 新吾

職歴 
1995.4 四国銀行入行
2014.6 審査部長代理
2017.6 阿南支店長
2020.9 大阪支店長
2022.7 今治支店長
2024.6 総合管理部長
2026.6 取締役 監査等委員

監査等委員 

升久 信司
資格:弁護士

職歴 
1997.4 高知弁護士会へ弁護士登録
1998.10 高知県公文書開示審査会委員
2003.7 高知県収用委員会委員　
2003.8 高知県個人情報保護制度
 委員会委員
2009.4 高知県事業審査アドバイザー
2011.10 国有財産四国地方審議会委員
2014.4 高知弁護士会会長
2015.4 日本弁護士連合会会長特別補佐
2015.4 四国弁護士会連合会常務理事
2017.6 四国銀行取締役
2018.6  四国銀行取締役 監査等委員
　　　　（現職）
2020.6 ひいらぎ法律事務所開業（現職）
2026.4　高知県収用委員会会長代理（現職）

監査等委員 

稲田 知江子
社 外 

職歴 
1988.4 安田生命保険相互会社入社
2004.1    （合併により明治安田生命 
 保険相互会社に改称）
2016.4 同社証券運用部長
2018.4  同社「お客さまの声」 

統括部長
2020.4  同社執行役員特定保険商品

運用部長
2022.4 同社常務執行役
2023.4  同社常務執行役グループ 

コンプライアンス責任者
2025.4  同社専務執行役グループ 

コンプライアンス責任者
2025.6 四国銀行取締役（現職）
2026.4  明治安田生命保険相互会社

執行役専務
  グループコンプライアンス 

責任者CCO（現職）

取締役 

植田 剛生
社 外 

資格:弁護士

職歴 
1999.4 東京弁護士会へ弁護士登録
2015.4 アンダーソン・毛利・友常法律
 事務所  スペシャルカウンセル
2017.11 一般社団法人日本CFA協会
 監事
2019.9 ヴァスコ・ダ・ガマ法律会計
 事務所  オブカウンセル
2020.2 株式会社病理学アソシエイツ
 法務部長（現職）
2020.3 ウィザーズ弁護士法人 
 スペシャルカウンセル　
2020.6 四国銀行取締役 監査等委員
　　　　  （現職）
2021.8 弁護士法人キャストグローバル
 パートナー（現職）　　　

監査等委員 

酒井 俊和
社 外 

資格:税理士

職歴 
1984.4 金本会計事務所入所
2003.3 税理士登録
2012.1 金本康税理士事務所開業
　　　　  （現職）
2015.10 一般社団法人 
 日税連税法データベース
 データベース部委員
2017.6 四国税理士会常務理事
 日本税理士会連合会
 情報システム委員会委員
2019.6 四国税理士会高知支部支部長
2020.6 四国銀行取締役 監査等委員
　　　　  （現職）

監査等委員
金本  康

社 外 

取締役のスキル・マトリックス  
取締役の専門性と経験は、以下のとおりであります。

※上記は、各人の有するすべての専門性・経験・知見を表すものではありません。

氏 名 企業経営 人事マネ
ジメント

デジタル
戦略

コンサルティ
ング/ 地方創生 市場運用 リスクマネ

ジメント 財務・会計 法 律

監
査
等
委
員
で
な
い
取
締
役

山元 文明 ● ● ● ● ● ●

小林 達司 ● ● ● ● ● ●

橋谷 正人 ● ●

白石 功 ● ● ● ● ●

伊東 瑞文 ● ● ● ●

内川 新吾 ●

植田 剛生 社外 ● ● ●

監
査
等
委
員

で
あ
る
取
締
役

升久 信司 ● ●

稲田 知江子 社外 ● ● ●

金本 康 社外 ● ● ●

酒井  俊和 社外 ● ●

価値創造を支える経営基盤

役員一覧
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 リスク管理に対する基本的な考え方

 カテゴリー別のリスク管理

 統合的リスク管理体制

銀行を取り巻く環境は大きく変化しており、直面するリスクも多様化・複雑化しています。
こうした状況のもと、当行では、経営の健全性および適切性を確保するためには、信用リスク、市場リスク、

オペレーショナル・リスク等、当行が直面するリスクを総体的に捉え、当行の経営体力（自己資本）との対比
による管理が重要であるとの認識に基づいて、戦略目標、業務の規模・特性およびリスク・プロファイルに見
合った、適正な統合的リスク管理態勢の整備・確立に取り組んでいます。

信用リスク管理
クレジット・ポリシー（与信基本方針）を制定し、適切な信用リスク管理に取り組んでいます。
審査部門は営業部門から独立して、お取引先の財務状況、資金使途、返済財源、事業の将来性等を総合的に

勘案した厳正な審査を行うとともに、一定の基準額を超える貸出を行っているお取引先の事業実態を定期的
に常務会に報告しています。また、経営相談、経営指導を行い、お取引先の経営改善支援に取り組んでいます。

信用リスク管理統括部門は、信用リスク管理に関する規定の整備を行っています。また、業種別・格付別・
地域別の信用リスクの状況等を定期的に分析・評価し、ALM委員会に報告しています。

市場リスク管理
市場リスク運営は、管理可能な一定のリスクを引き受けて安定的な収益を確保するとともに、資産の健全

性を向上させることを基本スタンスとし、市場リスク顕在化による損失拡大の防止に努めています。
市場リスク管理体制は、市場取引を執行するフロント・オフィス、事務管理を行うバック・オフィス、市場

リスク管理を統括するミドル・オフィスを分離して設置し、牽制機能が有効に働く態勢としています。
市場リスク管理統括部門では、市場リスクの計測・分析・評価を行うほか、市場の大幅な変動を想定したス

トレス・テストを実施し、それらの分析・評価結果をALM委員会に報告しています。

管理するリスクの種類と定義

リスク区分ごとにリスク管理部署を定めて管理するとともに、リスク管理統括部署を設置して当行全体の
リスクを統合的に管理する態勢としています。さらに、業務部門から独立した内部監査部署が、営業店・本部・
グループ会社のリスク管理の有効性を評価しています。

また、ALM委員会およびリスク管理委員会において、各種リスクの分析・評価結果の報告やリスクコント
ロール策・改善策の審議を行っています。

リスク管理
信用リスク 信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し損失を被るリスク

市場リスク
金利、為替、株価等の市場のリスク・ファクターの変動により、保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスク、
資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスク

流動性リスク

運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、または通常よりも著
しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク
（資金繰りリスク）

市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされること
により損失を被るリスク（市場流動性リスク）

オペレーショナル・リスク 業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、または外生的な事象により損失を被るリスク

事務リスク 役職員が正確な事務を怠り、あるいは、事故・不正を起こすことにより損失を被るリスク

システムリスク コンピュータシステムのダウンまたは誤作動、システムの不備、コンピュータの不正使用などにより損失を被るリスク

サイバーセキュリティリスク サイバーセキュリティに関連した不具合が生じ、それによって有形無形の損失を被るリスク

法務リスク
法令・規制・制度や契約等への対応が行われないこと、不適切な契約を締結すること、その他法的原因により損失
を被るリスク

人的リスク 不適切な就労状況・労働環境、人事運営上の不公平・不公正、差別的行為などにより損失を被るリスク

有形資産リスク 災害その他の事象により有形資産が毀損し損失を被るリスク

風評リスク 当行の評判の悪化や風説の流布等により当行の信用が低下し、損失を被るリスク

リスク管理体制図 取締役会 監査等委員会

リスク管理委員会ALM委員会

統合的リスク

営業店・本部・グループ会社

常務会

信用
リスク

市場
リスク

流動性
リスク オペレーショナル・リスク

リスク
管理部署

リスク部門

リスク管理
統括部署

総合管理部

問題債権
管理

融資
支援部

与信管理
運用管理

市場
金融部

資金繰り
管理

市場
金融部

事務リスク

事務
統括部

システム
リスク

IT戦略部

法務リスク

総合
管理部

人的リスク

ヒューマン
リソース部

サイバー
セキュリティ
リスク

IT戦略部

有形資産
リスク

総務部

風評リスク

総合
管理部

 

　内
部
監
査
部
署
　監
査
部
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 サイバーセキュリティへの取組み

 危機管理態勢について

流動性リスク管理
流動性リスクを重大なリスクと認識し、適切かつ厳格な資金繰り運営を実施しています。
流動性リスク管理体制は、当行全体の資金繰り運営を行う資金繰り管理部門と、流動性リスクの統合的な

管理を行う流動性リスク管理統括部門を分離して設置し、牽制機能が有効に働く態勢としています。
流動性リスク管理統括部門では、資産運用の内容・調達状況に応じた限度枠を設定し管理を行うほか、流動

性リスクのモニタリング、分析、評価を行い、その結果をALM委員会に報告しています。
また、流動性危機時の対応策を策定し、資金繰りの逼迫度に応じた適時適切な対応ができる態勢を整備し

ています。

オペレーショナル・リスク管理
組織体制や業務の内容に即して、オペレーショナル・リスクを事務リスク、システムリスク、サイバーセキュ

リティリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクに区分し、各々のリスク特性に応じた
効果的な管理態勢を整備しています。

具体的には、各リスクの規模・特性に応じた管理部門を設置し、業務部門に対する指導・支援など、専門的
な立場からリスク管理を行っています。

さらに、オペレーショナル・リスク管理統括部門を設置し、各管理部門に対する牽制機能およびオペレー
ショナル・リスク全体の状況を総合的に管理する態勢を整備しています。

サイバーセキュリティ管理態勢
行内横断的な対応組織「行内CSIRT※1」を中核として、外部の専門機関との連携のもと、サイバー攻撃の動

向分析や脆弱性情報の収集・分析を実施しています。また、「サイバーセキュリティリスク管理方針」を基軸
とした各種規程・マニュアルの整備を通じ、包括的なサイバーセキュリティガバナンス態勢を確立しています。

※1 CSIRT（Computer Security Incident Response Team）：コンピュータセキュリティにかかる事案に対処するための組織
※2 金融ISAC：金融機関の間でサイバーセキュリティに関する情報を共有し、連携して対策にあたる枠組みとして設立された法人
※3 地銀共同センター：㈱NTTデータが構築・運営する地方銀行・第二地方銀行向け基幹系共同センター
※4 CMS-CSIRT：勘定系システムの共同化グループである地銀共同センター、MEJARの参加行と、㈱NTTデータが共同で設立したサイバーセキュリティ態勢強化のための組織

有事への対応
　不測の事態に備え、当行では行内CSIRTを司令塔とする緊急対応態勢を構築し、サイバー攻撃発生時には
経営陣の迅速な意思決定のもと、組織的な対処を可能とする態勢を整えています。
　また、金融庁、金融ISAC、NCO（国家サイバー統括室）等が主催する各種訓練に積極的に参画するとともに、
経営層を含めた実践的な対応訓練を定期的に実施し、有事対応力の継続的な強化を図っています。

人材育成・啓発活動
サイバーセキュリティの実効性向上には人的要素が極めて重要との認識のもと、全役職員を対象とした体

系的な教育プログラムを展開しています。具体的には、定期的な理解度確認テストの実施、実践的な不審メー
ル対応訓練、脅威ベースのペネトレーションテスト（TLPT）の実施、最新のサイバー攻撃事例の分析に基づ
く注意喚起等を通じ、組織全体のセキュリティリテラシーの向上に注力しています。

近年、サイバー攻撃は急速な高度化・巧妙化を遂げており、金融機関を取り巻くサイバーセキュリティリス
クは一層深刻さを増しています。当行では、このような状況を踏まえ、サイバーセキュリティ対策を経営の
重要課題の一つとして位置付け、万全な態勢整備に取り組んでいます。

具体的には、金融庁のガイドラインに基づく自己評価・改善や、外部の専門機関による定期的な脆弱性診断
結果に基づく対策を講じてセキュリティ管理態勢の維持・向上に努めています。それらの対策と継続的な態
勢整備により、外部のリスク評価サービス『SecurityScorecard』による客観的評価においても、同業種平均
を上回る高い評価を維持しています。

当行が基盤とする高知県においては、今後、南海トラフ地震の発生が予想されており、当行では、当該地震
をはじめとした自然災害や停電等によるインフラ障害、感染症の蔓延などの危機時に適切に対応するため危
機管理計画（業務継続計画、 BCP）を策定し、現金の供給や資金決済サービス等の重要業務を継続する危機管
理態勢を整備しています。

危機管理計画には、①人命の尊重と安全確保、②資産の保全、③業務継続態勢の早期確立の3つの判断・行
動原則、初動対応の重要性、平常時の態勢整備を危機管理基本方針として盛り込んでいます。危機発生時に
は危機レベルの判定を行い、その危機レベルに応じて、頭取を本部長とする対策本部を設置し、対応状況につ
いて一元管理・統括する態勢としています。

平常時から危機意識を高め、習熟度や実効性を向上するため、継続的に教育・訓練を実施し、お客さまや従
業者の安全確保を最優先するとともに、お客さまが必要とされる金融サービスを継続できる態勢の強化に取
り組んでいきます。

経　営

報 

告
指 
示

取締役会等

リスク管理委員会

行内関係先
行内 CSIRT

官公庁

関係組織・団体
ベンダー

本部、営業店

関連子会社等

IT ベンダー

セキュリティベンダー

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
情
報
収
集
・
管
理

行内CSIRT総責任者

事務局長

事務局

構成部

IT戦略部担当取締役

IT戦略部長

IT戦略部

総合企画部、総合管理部
営業統括部、事務統括部

連
携
・
助
言
・
指
導
・
相
談

金融庁 / 日本銀行

警　察

金融 ISAC※�

地銀共同センター※�

CMS-CSIRT※�

お客さまの利便性と安全性の両立を目指し、インターネットバンキングをはじめとする各種オンラインサー
ビスにおいては、最新のセキュリティ技術を駆使した多層的な防御策を講じています。

●外部評価の詳細については77ページをご覧ください
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コンプライアンス
 基本方針

 顧客保護等管理

 マネー・ローンダリングへの対応
 コンプライアンス態勢

 内部通報制度

コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置付け、全行的なコンプライアンス体制を構築し、
法令および行内諸規定等を遵守した業務遂行ならびに社会規範を踏まえた誠実かつ公正な企業活動の実践に
取り組んでいます。

当行をご利用いただくお客さまの保護ならびに利便性の向上に向け、「顧客保護等管理方針」等の行内規定
を整備し、顧客保護等管理の強化に取り組んでいます。

また、個人情報保護法を遵守するため、「個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）」に基づき、お客さま
の個人情報の適切な保護と利用に努めています。

当行およびグループ会社は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策（拡散金融対策、経済制裁対応、
金融犯罪防止対策を含む。以下「マネロン・テロ資金供与対策」）を国際社会における金融機関の重要な責務
と認識し、経営の最重要課題として取り組んでいます。

当行では、マネロン・テロ資金供与対策を確実に推進するため、総合管理部担当取締役を統括責任者とする
一元管理態勢を構築し、関係部署が密接に連携しながら全社的な取組みを行っています。

また、『マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に係る基本方針』に基づき、犯罪組織への資金流入
を防止するとともに、お客さまの資産を金融犯罪から守り、安全かつ利便性の高い金融サービスを提供でき
るよう、グループ一体となって各種対策を実施しています。

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に係る基本方針

コンプライアンス統括部門として「総合管理部（コンプライアンス室）」を置き、関係各部と連携し、コンプ
ライアンス状況の調査・分析、対応策をリスク管理委員会へ報告するほか、コンプライアンス全般の企画、実
行推進や啓発活動を行っています。また、各部店室には、コンプライアンス責任者および担当者を配置し、コ
ンプライアンスの実践・浸透を図っています。

〈具体的な取組み〉
コンプライアンスを実現させるための具体的な実践計画「コンプライアンス・プログラム」を毎年度策定し

ています。また、法令等遵守のもと私たちが守るべき行動基準や事例をまとめた「コンプライアンス・マニュ
アル」を整備し、全役職員が活用できる態勢にしています。

コンプライアンス勉強会の毎月実施のほか、行内研修にコンプライアンスのカリキュラムを組み込むなど、
コンプライアンス意識の醸成に積極的に取り組んでいます。

役職員による不正行為等の未然防止や早期発見・是正を図ることを目的とした「内部通報制度」を設けてい
ます。

総合管理部コンプライアンス室と監査等委員会に、通報・相談窓口を設置し、電話・書面・電子メール・面
談などで対応を行う態勢としています。また、総合管理部コンプライアンス室に「コンプライアンス・ハラス
メント相談窓口」を設置し、女性相談員を配置するなど、相談者の性別に関係なく幅広く相談受付ができる態
勢を整備しています。

いずれの窓口を利用した場合も、秘密保持や不利益な取扱いの禁止など、通報・相談者の保護を徹底すると
ともに、制度の浸透と定着に向けて、繰り返し役職員への周知を図っています。

コンプライアンス体制
組織図 取締役会 監査等委員会

融資関係事故等対策部会

報告・相談

連携

連携

連携

監査
指示

報告 指示

報告 指示
リスク管理委員会

コンプライアンス統括部門　総合管理部

営業店・本部・グループ会社

事故等防止対策部会

コンプライアンス室 マネロン・テロ資金対策室

弁
護
士
・

会
計
監
査
人

監 

査 

部

相談・連携

1 運営方針 当行取締役会は、経営の重要課題の一つとしてマネロン・テロ資金供与対策に取り組む。

2 組織態勢 当行は、マネロン・テロ資金供与対策における経営陣の役割を明確にし、責任者及び統括部署を定めて三つ
の防衛線の概念に基づき、全社的な管理態勢を構築する。

3 リスクの特定・評価 当行は、自らが直面するリスクを特定・評価し、リスクベース・アプローチに基づいたリスク低減措置を継続的に
講じる。

4 顧客管理 当行は、マネロン・テロ資金供与対策に関して、継続的な顧客管理を実施する。

5 疑わしい取引の届出 当行は、ITシステム等を活用した継続的な取引状況モニタリングの結果、検知した疑わしい取引等について遅
滞なく当局に届け出する。

6 経済制裁および資産凍結 当行は、フィルタリングやスクリーニングを通じて、経済制裁対象者・規制対象取引等の検知を行い、取引停止
等の措置・資産凍結措置等を実施する。

7 外為取引管理 当行は、海外送金等の外為取引にあたり、外為法令等を遵守するとともに、マネロン・テロ資金供与の疑いの
ある取引でないかを調査し、適切なリスク低減措置を実施する。

8 コルレス先の管理 当行は、コルレス先の情報を収集し、適切な評価を行い、そのリスクに応じた適切な対応策を実施する。また、
営業実態のない架空銀行（いわゆる「シェルバンク」）との関係は遮断する。

9 金融犯罪防止対策 当行は、金融犯罪の未然防止と被害拡大防止を図るため、リスク低減措置を講じ、顧客資産の安全確保に努め
る。

10 外部委託先等の管理 当行は、マネロン・テロ資金供与対策に関する業務の外部委託に際し、各外部委託先等のマネロン・テロ資
金供与対策態勢を確認・評価し、委託業務を含め適切なリスク低減措置が行われるよう管理する。

11 研修等 当行は、マネロン・テロ資金供与対策に関する役職員の知識、理解を深めるため、継続的に研修等を実施する。

12 有効性検証および監査 当行は、マネロン・テロ資金供与対策の状況について定期的に、または必要に応じて、有効性検証や内部監
査を実施し、態勢のさらなる改善に努める。

反社会的勢力との関係遮断のための基本方針
当行は、市民社会の秩序や安全に脅威を与

える反社会的勢力に対しては常に毅然とし
た態度で臨み、決して妥協しないことを基本
姿勢とし、次の方針を定めています。

1 反社会的勢力との取引は一切排除する。

2 反社会的勢力からの不当な要求には決して応じない。

3 反社会的勢力に対しては組織一体となって対応する。

4 反社会的勢力に対しては、状況に応じて、警察等の外部機関と連携し対応する。

5 反社会的勢力に対しては、民事・刑事の法的対応も辞さない毅然とした対応を行う。
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コーポレートデータ

財務ハイライト 非財務ハイライト

財務・非財務ハイライト

10,80411,155

19,022

11,361

18,84819,285

24 25 26年3月期

29,826 30,20930,440

預金等残高（譲渡性預金含む）
（億円）� ■法人預金等　■個人預金

23 24 25年度

54.8 53.652.0

目標：60%以上

お客さまの企業価値の向上
企業価値が増加した融資取引先の割合
（2023年3月末基準との比較）

69

80
70

24 26年3月期25

目標：70億円以上

当期純利益

5,492

7,438

2,870

23 24 25年度

目標：7,000件以上

事業承継・M&A支援件数
（2023年度～2025年度累計）

64.3
57.0

67.3

24 26年3月期25

目標：60%台半ば

OHR（コア業務粗利益ベース）
※投資信託解約益を除く

76,890

58.6

100,107

76.4

110,238

83.3

23 24 25年度

目標：全体 100,000千円
　　  1人あたり 75.6千円

人財育成投資額

5,5505,664

15,479

5,970

16,34915,190

21,030
22,320

20,854

24 25 26年3月期

貸出金残高
（億円）	 ■中堅・大企業・地方公共団体
	 ■中小企業等貸出金（個人含む）

13,455 13,28012,619

23 24 25年度

目標：13,200先以上

事業所融資先数

132

181

109

24 26年3月期25

目標：120億円以上

コア業務純益
※投資信託解約益を除く

43,860
47,311

38,373

23 24 25年度

目標：46,000件以上

証券口座数

8.64 8.178.24

24 26年3月期25

目標：8%台半ば

自己資本比率

63,230

48.2

69,793

53.2

71,322

53.9

23 24 25年度

目標：全体 71,000時間
　　  1人あたり 53.6時間

研修時間

2.46 2.442.48

24 26年3月期25

不良債権比率

1,494

2,678

718

23 24 25年度

目標：2,000億円以上

サステナブルファイナンス実行額
（2023年度～2025年度累計）

4.9
5.55.2

24 26年3月期25

目標：5.0%以上

ROE（株主資本ベース）

5,466

6,915

4,811

23 24 25年度

目標：5,900億円以上

預り資産等残高※

※ 株式、円建債券（個人向け国債含む）、外国債券、投資信託、
ファンドラップ、生命保険の合計残高

16.5 17.017.9

24 26年3月期25

目標：16.5%以上

非金利収益比率

31.3
28.3 29.9

23 24 25年度

目標：30%以上

監督職以上に占める女性比率

中期経営計画2023の数値目標に対する実績

当行の事業活動を支える人財の成長に向けた取組み

※  記載の目標値は「中期経営計画2023」（2023年4月～2026年3月）
において設定した2026年3月末の数値目標です。

全体　■1人あたり 全体　■1人あたり

（％）
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コーポレートデータ

（2026年3月31日現在）

外部評価・イニシアティブへの参画・パートナーシップ

外部評価 イニシアティブへの参画

パートナーシップ

外部格付
株式会社日本格付研究所（JCR）から発行体格付「A」を取得して
います。「A」は「債務履行の確実性は高い」とされており、財務内容
等が健全な銀行として評価されています。

DX認定

デジタル技術の活用に向けた戦略策定や組織態勢構築、サイ
バーセキュリティに関する対策が行われていることなどを評価いた
だき、経済産業省から高知県内の金融機関として初めて、DX認
定事業者として認定されました。

サイバー
セキュリティ

事業継続性を高めるための重要課題としてサイバーセキュリティに
取り組み、SecurityScorecard社から94セキュリティスコアを得
ています。このスコアは5段階評価の最上位評価かつ業種平均
を上回る評価となるものです。

CDP
環境情報開示のグローバルスタンダードであるＣＤＰが評価する
2025「気候変動」においてＢスコア認定を取得しました。Bは全
8ランクの上位3番目のスコアとなるものです。

プラチナ
くるみんプラス

次世代育成支援対策推進法に基づく子育てサポート企業である
ことに加え、仕事と不妊治療の両立をしやすい職場環境整備に取
り組む企業として、厚生労働大臣から高知県内で初めて「プラチ
ナくるみんプラス」認定を受けました。

えるぼし
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づい
て、女性の活躍推進に関する状況などが優良な企業として、厚生
労働大臣から「えるぼし」認定を得ています。

健康経営
優良法人 

従業者がいきいきと働くことのできる職場環境を整備しており、経
済産業省ならびに日本経営会議より「健康経営優良法人2026」
に認定されています。

ハタラク
エール 

福利厚生の充実・活用に積極的に取り組む企業を表彰する、厚
生労働省後援の「ハタラクエール2026」において、「優良福利
厚生法人（地域部門）」を受賞しました。

スポーツエール
カンパニー 

従業者の健康増進に向けたスポーツの実施に積極的に取り組む
企業として、スポーツ庁より「スポーツエールカンパニー」に認定さ
れました。

PCAF

2026年5月、投融資に伴う温室効果ガス排出量の算定・開示を目
的とした国際イニシアチブである金融向け炭素会計パートナーシップ

（Partnership for Carbon Accounting Financials）に加盟し
ました。PCAFのデータベースを活用し、ファイナンスド・エミッション
の算定・開示に取り組んでいます。

TNFD 
フォーラム

2025年4月、自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce 
on Nature-related Financial Disclosures）に参画し、2026
年3月には、TNFD提言に基づく情報開示への取組みを宣言した
企業としてTNFD Adopterに登録しました。

●取組み内容については57ページをご覧ください

パートナー
シップ
構築宣言

2022年7月、サプライチェーン全体での付加価値向上の取組み
や、オープンイノベーションなどの連携促進を図ることを通じて、お取
引先さまとの共存共栄の関係を構築するため、パートナーシップ構
築宣言を公表しています。

TCFD

2021年9月、気候関連財務情報開示タスクフォース（Task 
Force on Climate-related Financial Disclosures）に賛
同し、気候変動対応に関する情報開示に取り組んでいます。

●取組み内容については52ページをご覧ください

21世紀
金融行動原則

2012年1月、環境省が主導する「持続可能な社会の形成に向け
た金融行動原則（ 21世紀金融行動原則）」に署名しました。
2023年には、金融経済教育の取組みとしては初となる最優良取
組事例「運営委員長賞」を受賞しています。

大和証券

2023年4月、当行行員と大和証券社員の合計約130名を「ファイナ
ンシャルアドバイザー部」に配属し、当行の地域に密着したサポート態
勢と、大和証券の証券ビジネスにおける知見・経験・プラットフォームを
組み合わせることで、お客さまに幅広い商品・サービスラインナップと、
より高度なコンサルティングを提供しています。

フィンクロス・
パートナー
シップ

2018年5月、当行、株式会社池田泉州銀行、株式会社きらぼし
銀行、株式会社群馬銀行、株式会社山陰合同銀行、株式会社
千葉興業銀行、株式会社筑波銀行および株式会社福井銀行と
の間で連携協定「フィンクロス・パートナーシップ」を締結し、各行
のデジタル化を連携・協働して進めています。

四国
アライアンス

2016年11月、四国内の地銀4行（当行、阿波銀行、百十四銀
行、伊予銀行）が連携して四国全域の活性化や創生に取り組む
ため、包括提携「四国アライアンス」を締結しています。提携以降、
各地域およびお客さまの持続的な成長・発展に資する取組みを
行っています。

日本格付研究所
（JCR）

A

94セキュリティ スコア
83 Industry Avg
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四国銀行グループの概要

コーポレートデータ

（2026年3月31日現在）

名称 株式会社 四国銀行

英文表示 The Shikoku Bank,Ltd.

本店所在地 〒780ｰ8605 高知市南はりまや町一丁目1番1号
TEL 088ｰ823ｰ2111（代表）

創業年月日 1878年10月17日

ホームページ https://www.shikokubank.co.jp/

資本金 250億円

店舗数 110店舗（代理店を含む）
（高知県内 63店舗、県外 46店舗、インターネット専用支店1店舗）

従業員数 1,274名

預金等残高　　 3兆209億円

貸出金残高 2兆2,320億円

自己資本比率［連結］ 8.97％

株主総会

ガバナンス委員会
監査等委員会

常務会 会長

頭取

専務取締役

常務取締役

取締役

各営業店

取締役会

秘
書
室

総
合
企
画
部

総
合
管
理
部

営
業
統
括
部

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部

フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
部

地
域
創
生
部

事
務
統
括
部

Ｉ
Ｔ
戦
略
部

融
資
支
援
部

市
場
金
融
部

総
務
部

ヒ
ュ
ー
マ
ン
リ
ソ
ー
ス
部

東
京
事
務
所

監
査
部

監
査
等
委
員
会
室

四銀代理店
株式会社

四国保証サービス
株式会社

四銀総合リース
株式会社

四銀コンピューター
サービス株式会社

株式会社四銀
地域経済研究所

しぎんキャピタル
パートナーズ株式会社

四国銀行

組織図

会社名 所在地 主要業務内容 設立年月日 資本金
当行の

議決権の
所有割合

他子会社等の
議決権の所有割合

四銀代理店㈱
高知市菜園場町
1番21号
088-885-3535

銀行代理業務 2010年8月11日 20 100.0% ─

四国保証サービス㈱
高知市菜園場町
1番21号
088-885-5300

信用保証業務 1976年8月13日 50 100.0% ─

四銀総合リース㈱
高知市菜園場町
1番21号
088-884-5171

リース業務 1974年2月  8日 50 100.0% ─

四銀コンピューター
サービス㈱

高知県南国市蛍が丘
二丁目1番地
088-862-0520

コンピューター関連業務 1990年7月  5日 20 5.0%
四銀総合リース㈱ 40.0%
四国保証サービス㈱ 35.0%
㈱四銀地域経済研究所 20.0%

㈱四銀地域経済
研究所

高知市菜園場町
1番21号
088-883-1152

産業・経済・金融の
調査研究 1991年5月15日 10 5.0% 四銀総合リース㈱ 47.5%

四国保証サービス㈱ 47.5%

しぎんキャピタル
パートナーズ㈱

高知市南はりまや町
一丁目1番1号
088-802-5959

ファンド運営・管理業務、
出資・コンサルティング業務 2024年10月17日 100 100.0% ─

四国銀行グループ （金額単位：百万円）

大株主（上位10先）

株主名 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,765 8.99%

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,000 4.77%

明治安田生命保険相互会社 1,815 4.33%

日亜化学工業株式会社 988 2.36%

四国銀行従業員持株会 970 2.31%

日本生命保険相互会社 539 1.28%

JP MORGAN CHASE BANK 385781 507 1.21%

モルガン・スタンレー MUFG証券株式会社 458 1.09%

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 426 1.01%

住友生命保険相互会社 412 0.98%

上位10先合計 11,884 28.37%

※�1 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
※2 所有株式数の割合は、自己株式（516千株）を控除して計算し、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。

株式の状況

●
  発行済株式総数 ：  

普通株式 42,400千株

●
  株主数 ：  

32,508名

●
 株式所有者別状況

※ 小数点第3位以下を切り捨てており、比率を加算しても100％にならない場合があります。

個人・その他
16,527千株
38.98％

金融機関
9,695千株
22.86％

その他国内法人
8,817千株
20.79％

外国人
5,620千株
13.25％

証券会社
1,737千株
4.09％

（2026年7月1日現在）
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